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               １５時００分  開会 

 

○鈴木政策評価官 大変お待たせいたしました。定刻でございますので、まだお見えにな

っていない委員の方もいらっしゃいますが、ただいまから第６回構造計算書偽装問題に関

する緊急調査委員会を開催させていただきます。 

 本日は委員の皆様方、そして本委員会の調査に快くご協力いただきました熊本県、横浜

市、住宅金融公庫、財団法人住宅保証機構の皆様方におかれましては、ご多忙の中ご出席

をいただきまして、誠にありがとうございます。 

 それでは議事の進行につきましては、巽座長にお願い申し上げます。座長よろしくお願

いいたします。 

○巽座長 それでは、まず初めに資料の確認をさせていただきたいと思います。事務局よ

りお願いいたします。 

○鈴木政策評価官 それではお手元に資料がお配りさせていただいているかと思いますの

で、確認させていただきます。まず、資料１は熊本県からの提出資料でございます。次に

資料２でございますが、横浜市からの提出資料、それから資料３でございますが、住宅金

融公庫からの提出資料、資料４が財団法人住宅保証機構からの提出資料でございます。そ

の後に参考資料といたしまして、住宅局からの提出資料といたしまして、ちょっと分厚く

綴じたものが一つございまして、この後ろに社会資本整備審議会建築分科会基本制度部会

の中間報告の資料を付けさせていただいております。 

 さらにその分冊というか、別でございますけれども、Ａ４判の１枚の「各地区の退去の

状況等」という資料と、Ａ３判の「危険な分譲マンションに関する各地方公共団体の対応

状況（２月２７日）」と書いた資料があるかと思いますが、これらが住宅局からの提供資

料ということで、参考資料１でございます。 

 それから、参考資料２につきましては、「情報提供受付窓口について」ということで、

本日の９時現在の状況につきまして、事務局で作成した資料でございます。なお、前回１

月３０日の委員会のときにお配りをした後にいただいた情報等につきまして、後ろに細か

く付けてございます。 

 それから、参考資料３でございますが、これは建築設計ブリーフ特別調査委員会の委員
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長であられます日本大学教授の友澤先生の方から、座長宛に「建築生産におけるリスクマ

ネジメントとブリーフ／ブリーフィング」というような意見書を頂戴いたしました。座長

の方ともご相談させていただきまして、大変今後の最終とりまとめに当たりまして、参考

になるということで、本日、参考資料という形で添付をさせていただいたものでございま

す。 

 資料といたしましては、以上でございます。よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、早速でございますけれども、議題に入らせていただきますので、カメラの皆

様方におかれましては、ここでご退室をお願いをいたします。 

                （カメラ退室） 

○鈴木政策評価官 また、これ以降の議事の録音に関しましては、放送やインターネット

などに開場の音声を直接利用することは控えていただきますようご協力をお願いいたしま

す。それでは、巽座長よろしくお願いいたします。 

○巽座長 それでは、議題に入らせていただきたいと思います。本日は行政対応上の課題

について調査検討を行うために、熊本県及び横浜市の２つ特定行政庁にお越しいただいて

おります。どうもご苦労でございます。 

 それぞれ事情が異なる点があるかと思いますので、個々の特定行政庁ごとに議論をさせ

ていただきたいと考えております。よろしくお願いします。 

 また、できるだけ質疑等の議論の時間を確保したいと思っておりますので、ご説明は１

０分以内程度に終えていただけるようにお願いいたします。 

 それでは、初めに熊本県からヒアリングをしたいと思いますので、ご説明をお願いいた

します。 

○熊本県 熊本県の土木次長をいたしておりますニシヤマと申します。冒頭に一言ごあい

さつをいたしまして、資料のご説明をさせていただきたいと思います。 

 この度の構造計算書偽装問題にかかる調査におきまして、調査の段階で国への報告も含

め、関係の皆様方に対まして正確な情報を十分お伝えすることができませんで、結果とし

て混乱を招くことになり申し訳なく思っております。それでは、私どもの資料に基づきま

して、説明をさせていただきます。 

 お手元の資料の１ページでございますけれども、熊本県の管内図と建築関係機関です。

県内には県、それから熊本市、それから八代市の３つの特定行政庁がございますが、また、

県の指定確認検査機関として、３つの機関を指定をいたしております。指定日年は記載の
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とおりでございます。また、２ページには、熊本県の建築確認業務等の組織体制でござい

ます。本庁に３名、それから出先に１８名の建築主事を配置したおります。また、３ペー

ジにおきましては、本件おける建築確認申請件数の推移でございます。本県でも指定確認

検査機関の建築件数伸びており、グラフには出ておりませんけれども、特に熊本市内にお

いて増加が見られております。 

 それから４ページにつきましては、木村建設株式会社等が関与いたしました建築物の調

査経緯を記載をいたしておりまして、その中身につきましては、概略ご説明を申し上げた

いと思います。 

 昨年の１２月９日、それから１９日及び本年の１月１２日に国から木村建設（株）、そ

れから株式会社総合経営研究所が関与いたしました建築についての、その構造計算書に偽

装がないかを調べるように依頼がありました。本県では、一次調査１３件、それから二次

調査は６件の計１９件につきまして、ＪＳＣＡ、社団法人でありますけれども、日本建築

構造技術協会の九州支部に再検査を委託をいたしました。 

 その結果、偽装なしが１６件、偽装はないが耐震性に一部懸念があるものが３件との報

告をＪＳＣＡから受けました。これを受けまして、県では「改ざんなし」ということで国

に報告いたしまして、マスコミにも公表いたしたところでございます。 

 また耐震性に懸念が示されました３件につきましては、ＪＳＣＡに追加検討を依頼をし

ておりましたが、その結果、保有水平耐力指数が１を下回る再検査値の報告がありました。

この再検査値につきましては、設計者の考えた構造計算プログラムの違いによっても差が

生じることから、県ではＪＳＣＡから内容の詳しい聞き取りを行うとともに、精査のため

の建築構造に詳しい職員で構成いたします建築構造計算書審査検討会を設置をいたしまし

て、内部体制の準備を行っておったところでございます。 

 ２月７日には前日にマスコミから受けた取材の内容を国に報告しましたところ、耐震性

に懸念が示されている物件は、「改ざんなし」でなく調査中とするようにという見解を受

けまして、当日、２月７日に国に計３件、それから熊本市の２件、八代市の１件の計６件

を調査中ということで報告をいたしております。 

 その後、取材の過程で出ました６件の数値が調査中のものでもかかわらずひとり歩きを

しまして混乱を招いた次第でございます。また、２月１０日には国土交通省から担当官が

みえられまして、処理手順等について助言を受けました。この際に基準を少しでも下回る

物件については、何らかの方法で耐震性を確認する必要があるとの見解を示されたことか
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ら、特定行政の熊本市におきまして、１６件を調査中として追加をいたしまして、２月１

３日に国に報告をいたしたところでございます。 

 なお、県分の３件のうち１件につきましては、去る２月２４日に耐震性を確認しており

まして、現在、本県における調査中の物件は県２件、それから熊本市１８件、八代市１件

の合計２１件となっております。 

 できるだけ早く精査を終え、建物の安全性を見極めることが何より大切であるというふ

うに考えておりますので、いずれにしても、建築上の安全性を確保することは、私ども建

築行政の一端を担うものとして、大変重要であるということを認識をいたしております。

熊本市及び八代市と連携をして全力で取り組んでいるところでございます。 

 以上でございます。 

○巽座長 ありがとうございました。それでは、これから委員の皆様方から質疑をいただ

いて討議をしたいと思います。和田委員。 

○和田委員 年間約１万棟の建物の確認を受けられたようですけれども、そのうち、構造

計算が必要なのは、何棟ぐらいですかね。 

○熊本県 大体１，８００ぐらいだったと思いますけれども。 

○和田委員 年間？ 

○熊本県 はい。 

○和田委員 それともし再計算されている方々は、もう一度また何か言われるのが嫌だと

いうことで、若干、保守的に見ているということはないでしょうか。 

○熊本県 県の分としましては、２件残っておりまして、それの精査を早くして、関係者

の方々、県民の不安を取り除くということが我々の大きな行政の目的でもありますけれど

も、やはり、それにつきましては、私も構造に詳しくありませんけれども、いろんな考え

方があるということで、その辺注意深く精査をしながら検討を加えて、できるだけ早く精

査をしたいと。 

○和田委員 その早さの問題ではなくて、二度目にやるときに、また足りなかったんじゃ

ないと後で言われることを恐れる余り、安全側というんですかね。少ない数値を出そうと

しているということはないでしょうか。 

○熊本県 それは再計算をいたしましたＪＳＣＡさんと我々県の構造の検討委員がつくっ

ておりますけれども、その両方で一緒に検討して進めておりますので、その辺、私も全体

を把握しているわけではありませんけれども、それはやはりお互いに厳正に対応している



 6

というふうに思っております。 

○和田委員 余り一人で質問してはいけないんですけれども、もう一つだけ。基準法や施

行令や告示には何々しなさいと書いてあっても、余り方法が書いていない部分があって、

学会の基準とか、場合によっては物理や数学の常識として間を埋めていると思うんですけ

れども、そういう途中の抜けているところの判断で困っていらっしゃるということはない

んでしょうか。 

○熊本県 現実的には、今、３件のうち２件残っておりまして、それにつきましては、非

常に考え方の違い、設計された方の意見、考え方も踏まえまして、今のところなかなか難

しいところが出てきているかという気もいたしておりますので、地元の学識経験者、そう

いう方々に諮ることも検討いたしております。 

○和田委員 どうもありがとうございます。 

○巽座長 どうぞ、小谷委員。 

○小谷委員 今、１万件ぐらいの建築確認があるというお話でしたけれども、それ 

は４号建築とか、そういうものを除いてですか。それが１万件ということになりますか。 

○熊本県 全体です。 

○小谷委員 ですから、建築確認の申請をしなくてよい建物がありますね。４号建築と呼

ばれているもので、建築士が設計したものについては、建築確認を要しないということに

なっていると思いますけれども、それらを含めて１万件ということになりますか。 

○熊本県 熊本県内、先ほど申しましたように、３つの特定行政庁があります。あと民間

指定機関がありますけれども、トータルしまして、建築確認申請が出た件数です。 

○小谷委員 わかりました。基準法の６条のところを見ますと、例外規定というか、建築

確認をしなくてもよい建築物について書いてありますけれども、それでは、その１，８０

０件ぐらいが一応構造計算をしているというようなお話でしたけれども、その中で、いわ

ゆる保有耐力、保有水平耐力の検定をするような件数というのは何件ぐらいあるんですか。 

 いわゆる新耐震になってからでも、ルート１、ルート２の計算ルートでは保有水平耐力

の計算をしません。保有水平耐力の計算を要するは、ルート３という偏心率が大きいとか、

剛性率が小さい不整形な建築物であるわけですけれども、そういう建物の件数というのは、

どのぐらいになるんですか。 

○熊本県 申し訳ありませんけれども、正確には１６年度の確認検査実績としまして、１，

８９３件ありまして、そのうち、今、委員の方がお話しされました件数というのは、把握
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をいたしておりません。 

○小谷委員 これは非常に参考になるものですから、資料として出していただけると助か

ります。どうもありがとうございました。 

○巽座長 ほかにいかがでしょうか。 

○野城委員 今、二人の先生が聞かれたことと重なるんですけれども、そうしますと、今

問題になっている保有水平耐力係数について、要は分子になってくる方、つまり、建物が

どれだけの保有水平耐力を実際に持っているかということについて、確認したいことが２

つで、１つは県庁の中の職員の方で、それを図面から実際に起こされて、計算ができる方

というのはいらっしゃるんですか。それともほとんどいらっしゃらないのかどうかはいう

ことが一つと。 

 もう一つは今、図面から読み取られて、モデル化していらっしゃるんでしょうけれども、

かなり、モデル化をして実際に計算される際に、ＪＳＣＡの方あるいは県庁のカウンター

パートの方でどこをどう拾っていくかについて、見解の相違というのがあり得るでしょう

か。必ずしも一致するとは思えないのですけれども、それが時間をとっていらっしゃる原

因ではないかとも推察します。その辺のところを教えてください。 

○熊本県 先ほどもお話ししましたように、その見解というのがいろんな考え方があると

いうことですので、やはり地元の学識経験者の方々、そういう方々に判定を仰ぐようなこ

とがあるというようなことで、今、その辺は詰めておるところでございます。 

○野城委員 つまり、逆に言いますと、さらにその方に聞かないと、ＪＳＣＡの方、県庁

の方の見方が分かれているし、そうすると、さらにもう一人お呼びしないとなかなか、ど

ういうモデル化をしたらいいか、諸般の調整で流れてしまうという、そういうような状況

だということで理解してよろしいですか。 

○熊本県 県庁の中では、各自治体さんもいろいろ構造計算のプログラムを購入して、

我々も購入いたしまして、職員の質の向上を図るということで現在購入して、ワーキング

グループというのをして、今後質の向上を図っていきたいというふうに……。 

○巽座長 どうぞ。 

○嶌委員 ここには木村建設と総合研究所の分が出ているんですけれども、それ以外のと

ころというのは、調べた結果なかったのか、あるいは調べてくれという依頼なんかは、ど

のぐらいあったのか、その辺が１点ですね。 

 それから、木村建設というのは熊本県の有力な建設会社ですよね。熊本県の場合、改ざ
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んなしとか、いろいろな行き違いがあったようですけれども、建設会社というのは、地方

で大きな政治的な力を持っているわけですけれども、今回の問題が起こった過程の中で、

木村建設側から政治的な依頼だとか、あるいは熊本県に対する要請とか、そういうことが

事実としてあったのかどうかということですね。 

 それからもう一つは、今回建築確認制度というものが非常に大変なものであって、これ

に全幅の信頼を置いていたけれども、国民全体としては必ずしも信頼は置けないんだとい

うふうな雰囲気があるわけですけれども、例えば、熊本県の場合に、こういう建築確認制

度というものをどうとらえているのか、どうとらえてきたのか、あるいは今後も年間１万

件ですか、構造計算やっているのが１，８００件もあるということになると、今後の今の

県の体制の中で、こういう建築確認制度というものをちゃんとやっていけるというふうに

考えているのか。やっていけないとすれば、どういうことを今後、国なりいろんなところ

に要望していこうとしているのか。その辺も含めてお願いしたいと思います。 

○熊本県 木村建設関係の調査をしましたのは、先ほど申しました分でございます。それ

から政治的とか、いろんな関係で我々の方に何かあったのかというご質問でございますけ

れども、それにつきましては、私どもは何も一切、そういう関係は受けておりません。 

○嶌委員 県の方で配慮したということもない？ 

○熊本県 私どもにそういう話があったということもありませんし、何もそういうことは

ありません。 

 それから県として、この建築確認をどう感じているのかということかもしれませんけれ

ども、建築確認につきましては、確認申請書ができる前に、それまで構造計算とか、いろ

んな建築士の方々がかかわって、それぞれの資格を持って建築の図面ができ上がってくる

わけでございますけれども、そういう中で、はやり我々行政がする側の確認というのも、

一つの安全性の確保の役割というものを担っているということを思っております。 

 それから、構造計算につきましては、建築の構造審査で専門的な判断を要するものにつ

きましては、今、職員の中で構造計算書審査検討会を本庁に設置をいたしました。そして、

熊本県の場合は各振興局ですべて建築確認をいたしておりまして、本庁では確認をいたし

ておりません。構造計算につきましては、いろいろなことがありましたので、二重チェッ

ク体制を一定の、今のところ一定の建築物というんですかね。それにつきましては、そ 

のプログラム等を活用しながら二重チェック体制を今後していきたいと考えております。 

○嶌委員 もう一つ、さっき言った木村建設、あるいは総研以外のものについてももう一
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遍調べるとか、あるいは調べないまでも、そうじゃないところから、これを調べてくれと

いう要請だとか、そういうのがあったのかどうかという点が一つですね。 

 それから、構造計算とかを確認する場合に、ある都道府県によっては書面だけでやって、

現場とか、そういうのは行かないというケースも非常に多いようですけれども、熊本県の

場合はどうしているのか。 

 それから、さっきの補足でいいんですけれども、今後も今の体制の中で、年間千数百件、

あるいは２，０００件というような建築確認を、今の体制の中できちんとやっていけると

いう自信があるのかどうなのか。その辺も含めて。 

○熊本県 建築確認の際、現場に行っておりません。それから体制といいますか、それに

つきましては、今後のことも十分検証しながら、体制的にはどうするか、十分考えていか

なければならないというふうには思っております。ですから、いろいろ今後検討して、行

政が確認を行う体制というものにつきましては、今までのことを踏まえながら、やはりあ

る程度はいろんな体制を整えていく必要というのは感じております。 

○嶌委員 木村以外の話についてはどうですか。 

○熊本県 今のところはありません。 

○嶌委員 調査を依頼してくれという要請もないんですか。 

○熊本県 ありません。県の場合、そういう相談窓口を県の建築士の事務所協会、それか

ら建築士会、そういうところに相談窓口を設けておりまして、そういうところで再検査の

依頼はあったのはあったと思います。県ではちょっと把握しておりませんけれども。 

○嶌委員 それはやっているんですか。 

○熊本県 はい。事務所協会でやっていると思います。 

○巽座長 今いただいた資料の組織体制で本庁と各地の地域振興局をあわせると、職員数

が３４名、建築主事が１８名おられますね。これは民間開放する前と後でいきますと、ど

ういう関係、変化しておりますでしょうか。 

○熊本県 本県の場合は、ほとんど体制は変わっておりません。 

○巽座長 そうしますと、着工の申請件数も余り変わっていないんですか。少し民間に行

っていますよね。 

○熊本県 民間の部分が大体２割ぐらいだと思います。それと少し県の分が減っているの

はありますけれども、その分につきましては、体制的には以前と全く変わらない体制で、

それとご質問がなくて言うのはなんですけれども、特に完了検査に重点を置いていまして、
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本県の場合も完了検査が全国のデータが出ているかと思いますけれども、大変完了検査率

というのが高いというふうに思っております。 

○巽座長 それから、余り人手といいますか、それは観察の方に回るとかというようなこ

ともやっておられるんですか。 

○熊本県 それから、違反処理もできるだけしていきたいということで。 

○巽座長 職員の中で構造系の職員はどのぐらいいらっしゃいますか。 

○熊本県 民間から来られた途中採用の方、それから大学で構造を学んだような方がおり

ますけれども、そう全部が全部でというわけではありません。その中で構造の詳しい人た

ちを集めて、また先ほど言いましたように、構造選考委員会をつくって、再度質の向上を

図っていって、体制をさらに強化していきたいと思います。 

○巽座長 地方振興局に非常に少ない数ですが、広く配置しておられますよね。その地域

地域の建築の申請に対して対応するという意味では、非常にうまいやり方でもありますが、

一面、何か人数が少ないのがたくさん広がっていると効率が悪いとか、あるいは大きい 

建物がきた場合の対応がしにくいとか、そういうような問題がございませんでしょうか。 

○熊本県 今お話のとおり、各県の振興局、エリアの中で建築の組織体制を整えておりま

す。それから熊本県の場合は、ほとんど熊本市に一極集中しておりまして、大きな建物は

ほとんど熊本市に建設されております。小さな人数の２名というようなところは、地方の

小さなまちでありまして、そう大きな建物が建つということはありませんけれども、建つ

ときは、我々の構造の詳しい人と打ち合わせをしながら進めていく必要があるかと思って

います。 

○巽座長 山田委員。 

○山田委員 １，８００件だとしますと、１２か月で割ると１か月１５０件になりますね。

そのうちの約４割ぐらいが熊本県のようなんですが、そうすると、１か月で６０件ほどを

扱うことになりますかね、計算上は。そうしますと、１か月２０日で割っていきますと、

１日３件ぐらいということで、１件について二、三時間になっちゃうんですかね。しかも

ほかにまだいっぱいあるわけですよね。１，８００件以外の構造計算しないものもあるわ

けですから。そんなような実態にあったのかというのが１つ。 

 先ほどお聞きしますと、国の方から調査依頼を受けた物件について、わずか数物件であ

りながら２週間ぐらいをかけてやらざるを得ない。そうでないとわからない。それを他方

では、いい悪いは別ですよ、いい悪いは別として、現実問題として１日２件とか、３件を
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対応していかなくてはならなかったんでしょうか。だとすると、二重チェックでこれらや

るということなんですけれども、二重チェックでやっても追いつかないということはあり

ませんか。その辺いかがでしょうか。 

○熊本県 今の件数は熊本県の振興局が１０か所ありますので、あとそれを単純に割るわ

けにはいきませんけれども、それを割った件数が今の委員のおっしゃいます時間になるか

と思います。 

 先ほど言いましたように、それは今法定で定めております２１日という期間、これにつ

きまして、やはり建物の規模・大きさによりましては非常に時間がかかっておりますので、

事前協議等を含めて、そういう計算に場合は対応せざるを得ないというようなことがあり

ます。 

 それから、再検査の時間がちょっとかかっているかということですけれども、実際の確

認の場合は計算をしておりませんで、図面と応力、そんなものもチェックしながら確認を

しておるというのが現状でありまして、再検査といいますか、二重チェックをする体制を

とっておりますけれども、大変、それには時間と労力がかかるということは、私どもも考

えております。 

○山田委員 そういたしますと、二重チェックの体制をおとりになるようになった以上は、

これからは仮に今日にでも、あるいは明日にでも、来週にでも、こういう偽装構造計算書

が提出された場合に、それを見破る、チェックできるということは可能ですか。それとも

やはり、それはなかなか難しいのが実情ですよというところですか。 

○熊本県 プログラムを動かしますと、ある程度偽装か偽装でないか、データの改ざんと

いいますか、そのあたりはどこまで動かして、どういう形で見るかというのは、やはりあ

る程度チェック体制を整える必要があるかとは思いますけれども、そのプログラムそのも

のを回転させて見るということにおいて、やはりそれは再度二重チェックをするわけです

から、そういうのをなくすということが我々の考え方で二重チェックをするということで

すので、それが見つけられるか、見つけられないかというのはなかなか、私は見つけられ

るというふうに思っておりますけれども。 

○巽座長 小谷委員。 

○小谷委員 完了検査については書いてあるのですけれども、中間検査については何も触

れていません。中間検査の指定工事は決められていらっしゃるんですか。 

○熊本県 現在のところ中間検査は行っておりません。１８年、来年度になりますけれど
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も、来年度中には中間検査をするということで、今進めております。 

○巽座長 和田委員。 

○和田委員 もう一度計算をするということなんですけれども、計算そのものは数分で計

算機がやってくれると思うんですけれども、それよりも建物の図面とインプットの間がち

ゃんとしているかどうかの確認が大変だと思うんですけれども、それをやらずに、ただデ

ータをどこかに送って、エラーがゼロならいいというようなのはだめだと主張しているん

ですけれども、その辺のお考えはいかがでしょうか。 

○熊本県 おっしゃいますように、大変難しいところがあるかと思いますので、やはり、

再検査のプログラムを購入いたしておりますので、やはり職員の質の向上を図って、その

あたりを十分検証できるように進めていきたいと。 

○巽座長 いろいろとご苦労されているわけですが、今回のことに関して、国との関係で

すね。いろんな情報がうまくとれたかどうかとか、あるいは今後、国と特定行政庁との間

で、どういうふうに関係を結んでいけばいいかとか、そういうことについて、もしご意見

がございましたらお願いします。 

○熊本県 今回の件につきまして、その調査の報告のやり方というのが、偽装なしという

ことで報告をいたしておりまして、途中で精査中ということで、いろいろ国の方からの見

解も審議されて、それに変更いたしましたわけでございますけれども、そのとき、我々も

すぐに国の方に相談をしたりする必要性があったのかなと、今はそういうふうに考えてお

ります。ですから、私どもとしましては、国とのコミュニケーションを図る、最近は私も

ある程度年齢が経っておりますけれども、若いときには国とコミュニケーションが結構と

れていまして、私も東京の方には何回か来ていましたけれども、最近は全く県の方のいろ

んな財政状況もあり、そういうことでコミュニケーションをとることが一つの方法でもな

いかなという気はいたしております。 

○巽座長 ありがとうございました。よろしゅうございますか。それでは、穐山委員どう

ぞ。 

○穐山委員 お伺いしますが、今、出していただきましたものの中に、特定行政庁として

熊本市と八代市を除いておりますが、この両特定行政庁の建築確認審査にかかわる職員等

の把握はされておりますでしょうか。もしおわかりでしたら、ちょっとお教えいただきた

いと思います。 

 それと建築主事さんの中に、どの程度構造に詳しい方がおいでか、おわかりでしたらお
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教えいただきたい。それからまだございます。木村建設は本社が八代市ですよね。随分あ

ちこち手広く業務をやられていたようでございますけれども、県外のマンション建築につ

いては、ある程度県で把握されているんでしょうか。どうでしょうか。 

 それともう一つ、倒産に至った経緯とか、倒産後というものは何か把握されているんで

しょうか。その辺わかりましたらお教えください。 

○熊本県 申し訳ありませんけれども、熊本市さんと八代市さんの数は今、ここでお話を

することができません。後で把握できると思いますので、必要であれば報告をいたしたい

と思います。 

 それから木村建設の関係します県外の部分、それにつきましては、私どもは国からの調

査依頼、それから県内のものにつきましては、建築士事務所の立入調査等を行っておりま

して、そのとき確認した分については把握をいたしておりますけれども、それ以外につき

ましては、国からの調査依頼分、我々が独自で調査をかけた分、それぐらいの把握はいた

しておりますが、それ以外は把握はいたしておりません。ですから、県外の分につきまし

ては、立入調査をしたときに幾つかあったかと思いますが、それにつきましては把握を 

いたしておりますけれども、トータル的に全体の把握は今のところいたしておりません。 

 

○穐山委員 構造は。 

○熊本県 構造関係につきましては、先ほど言いましたように、途中の採用の大手の建設

会社から入った方、それから大学等が構造を勉強をした方、それらを含めまして、そう数

が多くおるということではありません。ただ、何名かとおっしゃいますと、なかなかどこ

までが計算に長けているのかというのが判断はつきませんけれども、そういう人たちが構

造の検討委員会をつくっておりまして、それには現在７名入って委員会をつくって質の向

上を図っております。 

○巽座長 ありがとうございました。よろしゅうございましょうか。大体時間になりまし

たので、どうもありがとうございました。 

 それでは、熊本県につきましては以上で終わらさせていただきまして、続きまして、横

浜市のヒアリングを行いたいと思います。 

 横浜市からご説明をお願いします。 

○横浜市 横浜市のまちづくり調整局指導部長のヒダカと申します。よろしくお願いしま

す。 
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 お手元の資料２に基づいてご説明申し上げます。１ページをお開きいただいて、裏表紙

になりますが、ここに簡単な経緯を紹介しております。もともと横浜市の確認件数は約１

万６，０００件ほど年間ございます。このうちの６割から７割程度が既に民間の指定確認

検査機関に委ねられているというのが実態でございまして、市内で営業する指定確認検査

機関は２３社ございます。そうした中での経過ですが、私どもが今回の偽装問題を直接耳

にしましたのは、この表に書かれた１１月７日でございます。この日にヒューザー、それ

と指定確認検査機関である森田設計が同道して横浜市に参っております。その際、どうい

うことを言われたかというと、ちょっと要領を得なかったのですが、イーホームズは自ら

が下ろした確認であるにもかかわらず、検査済証を出さないというふうに言っているので

非常に困っていると。特定行政庁である横浜市からその点について指導してほしいという

趣旨の申し入れがこの日にございました。 

 その実態がよくわからなかったということもあって、この件については、即座に国土交

通省関東地方整備局の方にも－－指定確認検査機関の監督窓口ですね。そちらの方にもご

連絡をしたところ、既にその事態については掌握しているということだったようです。 

 続いて１０日になりまして、姉歯の絡んだ構造書の偽造した物件２１物件が特定できた

ので、それらについて調査するようにという依頼がまいりました。これについては、横浜

市の物件が１件含まれていたということになります。それで即座に検証作業を開始いたし

ました。 

 結果として、この偽装を検証した結果、国土交通省が例の保有水平耐力が「１」必要な

ところに対して、数値が０．５６というふうに発表されたんですが、私どもの検証結果で

は、０．４１という国土交通省がやったものよりも、さらに悪い数値が出まして、これを

１１月２１日にお住まいになっているマンションの方たちに地元説明会という形でやりま

した。併せてプレスへの公表もしたということでございます。 

 その後、この２１物件以外に百幾つについて、千葉県が姉歯事務所に立ち入った結果、

携わった物件が特定できたということで、横浜市にも９件ございまして、それぞれ検証結

果を出しました。それで「１」必要なところを「１」下回っているものについては、すべ

て関係住民の皆様方に横浜市から直接説明をするということで、ここに書かれております

１２月５日、それから１２月１４日、この日には２つマンションを別々に説明しておりま

す。 

 それと最後２月１８日、これは姉歯絡みではありませんけれども、先ほど熊本県さんの
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方から話がありましたが、木村建設あるいは平成設計等々が絡んだところについては、改

めて検証してほしいというものが１２件横浜市にまいっておりますが、その１２件のうち

の１件に偽装はなかったものの強度が足りなかったというものが１件、検証結果が見つか 

りまして、１８日に住民の皆様方に説明をしたというのが横浜市での経緯でございます。 

 横浜市では２１件を検証いたしました。その後についておるペーパーは、地元の皆さん

方、居住者の皆さん方に説明したときの資料ですので、詳細は省略させていただきますが、

１５ページをごらんください。 

 １５ページが姉歯元建築士が関与した物件でして、千葉県が事務所を立ち入りをした際

に特定できた物件。そのうち９件が横浜市内にございました。ここで薄く網のかかってい

る部分、５件ありますが、この５件はすべて偽装があり、なおかつ、基準法で求められて

いる数値を下回っていました。中に１件、０．５を下回るのが一番、コンアルマーディオ

横濱鶴見というマンションだったんですが、これが０．４１という数値でして、このマン

ションの方には、現在、既に使用禁止命令を出しておりまして、建物を使わないでほしい

旨を通告してあるところです。 

 その残りのものなんですが、３番は右側の方にバーが引いてございますが、実はこれは

工事中の物件でございまして、建築確認申請が出された書類等によると、構造耐力に問題

があるということだったので、工事をすぐにストップさせました。そのストップさせたと

いうことで、設計を変更するということから、これ以上詳細のことについては調査をして

おりません。 

 残りの網のかかっている３件、これはそれぞれ０．６１、０．６２、０．６３というふ

うな形で保有水平耐力の数値が出ておりますが、「１」を満たしていないということで、

物件を特定し、公表するとともに、住民の皆さん方にその内容、あるいは補強の方法等に

ついて説明を申し上げたというところでございます。 

 それと白地の部分につきましては、法に適合しているというところなんですが、特段、

問題があるのは、８番と９番、一番下なんですが、これは実は偽装がありました。偽装が

あったんですが、結果として、基準法の数値を満たしているという極めて珍しい事例でご

ざいますけれども、これはコンピュータを自ら回してみないとなかなか発見できなかった 

物件でございます。とても偽装の手口が複雑です。これが姉歯物件の９件でございます。 

 １６ページ、これはヒューザーまたは木村建設、それから平成設計と総合経済研究所で

したか、その４社が絡んだものについては、改めて精査をしてほしいという国土交通省か
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らの依頼がございました。これが１２件ありまして、そのリストがここに網羅されている

ものです。 

 結果としましては、すべて検証は終わっておりますが、１２番、セントレジアス鶴見、

これが１件だけ問題がございました。０．６４という検証値でございまして、これはヒュ

ーザーが建主で木村建設が施工を請け負ったものでございます。 

 この０．６４という数値は、考えてみれば姉歯物件の「１」を下回っているものと大体

似たような数値でございまして、偽装はなかったとはいえ、構造強度上問題があるという

ことで、ここにお住まいの皆さん方には、横浜市から説明いたしました。 

 なお、この物件については、指定確認検査機関であります日本ＥＲＩが自ら審査にミス

があったということを容認したがために、横浜市が主宰し、日本ＥＲＩも住民の皆さん方

におわび方々説明をしたということで、姉歯物件とはちょっと違った様相を持ったという

ことでございます。 

 最後のページになりますが、１７ページ、どのような体制で行ったかということなんで

すが、現在、横浜市の建築確認体制は、都市計画宅造部分等も含めて、約１６０人から１

７０人の職員で所管しております。横浜地域を大きく４方面に分けまして、４方面に事務

所を構えて、それぞれ４０人程度の職員が都計法、宅造法、建築基準法等のそれぞれ許認

可を所管しているところでございまして、構造の専門家ももちろんそれぞれの事務所に配

置してございます。 

 人数もさることながら物件も結構多いものですから、そういう体制でやっているわけで

すけれども、そういう中で起こった今回の事件での調査体制なんですが、まず、１番、姉

歯物件対応ということですが、これにつきましては、１１月１０日に国土交通省から調査

の依頼がまいりまして、翌日そのための体制をつくり上げたわけですけれども、何をどう

やっていいかわからないという非常に暗中模索の状況から始まりましたが、とりあえずは、

４方面事務所の中で構造の詳しい職員を何人か集めまして、ある意味タスクフォースを組

みました。１０人程度の人間が、この９件の物件の再検証作業を実施したということでご

ざいます。 

 その方法としてなんですけれども、まず元設計、構造設計は下請けで大体やっておりま

すけれども、建築確認書上は元設計の名前が出てきますから、建築確認図書の中にある元

設計に対して、構造計算の真偽といいますか、この計算が正しいかどうか、自ら再検証す

るということを横浜市では申しております。併せて指定確認検査等から書類を一式横浜市
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が提出を求めることにより、自らの検証作業もやるということでして、最終的には、設計

事務所のやった数値と横浜市がやって数値を突き合わせして、先ほど委員の先生方何人か

らもご指摘がありましたが、工学的な意味合い、あるいは入力状況をどう設定するかによ

って、結果にはかなり大きなばらつきが生じてくるということのようです。私も構造は余

り詳しくないんですけれども。そういうふうなことが起こったとしても、そのことがなぜ

そうなるかということを徹底的に議論し合う。どちらの方の工学的考え方がいい、悪いじ

ゃなくて、こういうふうなことでやると、こうなる。あんたの方はこうやったけれども、

こうなる。それは相互に認め合おうということで、その確認作業に相当時間をかけたとい

うふうなことでございます。 

 確定する数値は、そういうやり取りをした後の、関係者がこれが妥当なところだろうと

いう了解に達した数値を横浜市は確定数値として公表したということでございます。 

 それから（２）で非姉歯物件、これは１２月９日から１２件出てきたわけですが、これ

は実は姉歯物件とだぶるような形で精査しなければいけないということで、こちらについ

ては、また別のプロジェクトチームを専任で立ち上げました。これは日常業務から離れた

構造担当をしていたほかのセクションの人間を急きょ呼び集めまして、部屋も１つつくり、

ソフトも調達して、自ら計算し直すことができるような体制を別途つくって、ここでプロ

グラムを回しながら検証作業をいたしました。 

 そこで先ほど言いましたセントリジアス、０．６４という数字の偽装はなかったけれど

も、設計ミスと審査ミスのあった物件をここで確定したということでございます。これに

つきましては、相当激しいといいますか、設計者とのかなり真摯なやり取り、あるいは日

本ＥＲＩとの相当な協議をやったということで、確定するまでには時間をかけてそういう

ことをやっております。 

 その結果が、先ほど申し上げました１５、１６ページの一覧表という形であらわれてい

るものでございます。 

 以上です。 

○巽座長 ありがとうございました。ここで横浜市についての議論をするところなんです

が、その前に先ほど穐山委員からご質問がありました熊本県について、熊本市と八代市の

データが見つかったと、持っておられたようなので、これについて簡単にご説明を願いま

す。 

○熊本県 申し訳ありません。熊本市におきましては、建築指導課がありまして、これに
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２３名、それから建築審査課１６名、このうち建築主事が５名、そのうち今回のプロジェ

クトということで３名、それから特定行政庁であります八代市におきましては、建築指導

課１１名のうち、建築主事２名というふうになっております。 

 すみません、先ほど申し上げればよかったんですが。 

○巽座長 穐山委員、よろしゅうございますか。 

○穐山委員 ありがとうございました。 

○巽座長 それでは、今ご説明いただいた横浜市について、どうぞご質問してください。

和田委員。 

○和田委員 私は横浜に住んでいるんですけれども、私の友人などは、この市のやられた

ことに協力されているようなことを言っていらっしゃるけど、その辺のことが余りちゃん

と書かれていないようなことなので、やはり、そういうプラクティスのわかった人の協力

がないとできないということも、もしわかっていたら、どれぐらいあったか、ちょっと一

言。 

○横浜市 確かにＪＳＣＡといいますか、横浜市のＪＳＣＡだけではないんですけれども、

その構造設計をやっておられる方たちが協同設計組合等々を結成して、日々横浜での建築

活動を一生懸命やっていただいている方がいらっしゃいます。親しい間柄でもあるという

こともあって、少々私どもの甘えもあったのかもしれません。確かに非常に昔のバージョ

ンのコンピュータソフトを使っていたりすると、今入手できなかったり、あるいは初期の

条件設定に対して、なかなか現在やっている我々の手元の職員だけでは設定できないとい

う部分については、地元の構造設計に非常に強い先生方にご協力いただき、力を貸してい

ただいて検証作業を一緒にやっていただきました。 

 併せて、姉歯物件の初期のものについては、国土交通省のケンケンの皆さんとかとも一

緒に膝詰め談判でこうした方がいい、ああした方がいいんじゃないかというふうな議論も

させていただいたことは事実でございます。 

 申し訳ございません。そういう事実はありました。 

○巽座長 そのほかにありませんか。小谷委員。 

○小谷委員 先ほども熊本県の方にもお伺いしたのですけれども、保有水平耐力の計算を

しなくてはいけない建築物、あるいは限界耐力計算と呼ばれる計算方法、あるいは時刻歴

応答解析、そういうものの物件というのは、非常に大ざっぱで結構なのですけれども、全

体の建築確認の件数の何％ぐらいずつでしょうか。非常に乱暴な数字でもおわかりになれ
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ば教えていただきたい。 

○横浜市 横浜市で確認した物件はすべてデータベース化しておるんですけれども、今、

先ほど出されましたルート１、２、３、それぞれがどの程度になっているかというのは、

実は入力されていないということで、そのデータベースからは把握できないということの

ようです。限界耐力法による確認申請が何件ぐらい出てくるかということなんですが、実

はこの限界耐力法でやれる審査をできる職員というのは、横浜市の中に何人もいるわけで

はございません。一人二人です。実際に審査できる職員は。そういう職員は一人二人しか

いませんから、年間に１つ２つ出てくれば、事実上限界ということはありませんけれども、

そういうふうな形で把握できますので、非常に数としては少ないというふうに聞いており

ます。 

○小谷委員 この問題はむしろ住宅局の建築指導課の方に伺いたいのだけれども、今回の

偽装問題は、保有水平耐力を計算するルート３の建築物で起こっているのであって、その

ほかのルート１、ルート２の建築物では全く関係ない。だから、偽装問題というのは、ル

ート３に限定してよい。つまり、ルート３というのは、非常に面倒な計算をするのですけ

れども、その面倒な計算をすれば、かなり鉄筋の数を減らすとか、断面を小さくすること

ができる。だから、そういう意味で、今回の偽装問題、あるいは将来の対応ということを

考えると、ルート３の建築物だけについて対応を考えればよいのかどうか。あるいは限界

耐力計算というのは、非常に新しい複雑な面倒な計算方法ですけれども、現在の使われ方

を見ていると、鉄筋の数を非常に減らすために使われている。ということは、将来偽装問

題というのも、そういうところにも起こる可能性があるのではないか。だから、ルート３

と限界耐力計算、あるいは時刻歴計算も含めてなのかもしれないけれども、そういう比較

的高度な技術を使うところにのみ偽装というものが起こり得るのであって、一般的な柱の

太さ、あるいは耐震壁の大きさが決まってしまうような建築物では偽装問題はないという

ふうに考えていいのかどうか。指導課の方でお考えがあれば、お聞かせいただきたいんだ

けれども。 

○巽座長 誰かお答えいただけますか。 

○住宅局 今の先生のご質問というのは、恐らく技術が進歩すればするほど、それに対す

る検証のレベルも要求されるということになろうかと思います。こういう水平耐力計算、

２５年前、二十六、七年ぐらい前に導入しているわけでございますから、それに対して、

それが恐らく当初からかなりすそ野が広がっていってきたと。それが限界耐力計算とか、
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それから時刻歴応答解析についても、そうならないという保証はないわけでありますから、

やはり、ある種イタチごっこなのかもしれませんけれども、我々の目からすれば、究明の

計算だけにスポットを当てるということではなくて、より幅広くチェックできるような体

制を組んでいく必要があるのではないかなと考えております。 

○小谷委員 今、その質問を申し上げた理由というのは、結局、熊本県にしても横浜市に

しても、非常に構造がわかるような職員も少ないし、偽装という問題が、非常に高度な技

術を駆使するところでもって起こる可能性があり、特定行政庁では偽装を見抜くのが難し

い状況になっている。９０％を超える建物では、構造計算で複雑なことをしなくても自動

的にルート１、ルート２という簡単な計算で通ってしまうというのが現状ではないかとい

う気がする。新耐震で保有水平耐力の検証をするということが要求されたときに、我々は

せいぜい５％の建物しか保有水平耐力の検定をしないだろうと考えていたのが、今、それ

がかなり増えていて、そこに偽装が発生しているというような状況になっているのではな

いか。やはり、特定行政庁としても高度な技術に対して、どのように対応していくかとい

うことをお考えになっていかないと、難しい状況になりそうだという気がいたします。 

○嶌委員 四、五点お聞きしたいんですけれども、１つは使用禁止というになりましたけ

れども、使用禁止にすると、どういう権限があるんですか。出ていかない人もまだいるん

だろうと思うんですけれども、最終的に強制的に出すという形になるのか、出した場合に

は、個人が住宅の確保をするのか、県がある程度面倒を見ようとしているのか、その辺の

実態ですね。その辺をお聞きしたいなというのが１つです。 

 それから、もう一つ問題なのは、生命の安全と同時に、今後の補償というんですかね。

お金をどうするか。二重ローンになったりとか、いろいろなことが次の問題として大きく

出ているわけですけれども、例えば、そういうところを今県はどういうふうに考えている

のか。先ほど日本ＥＲＩというのが自分にミスがあるというふうに認めたそうですけれど

も、ミスがあると認めた以上は補償を要求されると思うんですが、そこら辺は一体どうな

っているのかということです。 

 それから今回は姉歯だとか、非姉歯だとか、そういうことだけじゃなくて、多分、これ

は横浜市も関係したと思いますけれども、これは確認後に変更した東横インの問題だとか、

それから高速道路でも、そういう偽装というのか、手抜きというか、そういうことがあっ

たというふうに聞きますけれども、こういう事件がずっと広まってくると、やはり国民全

体にマンション、一生に一回の最大の買い物をして、それをほとんど検証しないで買うわ
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けです。モデルルームでデザインと間取りだけは見て、実際の構造とか、土台とか、そう

いうのがどうなっているかということはほとんど知らないで買うわけですけれども、そう

いうものに対して、だんだん不安感というのは高まってくると思うんですが、県としても

今起きているのは特殊な要因と見るのか、今後、だんだん広がっていくとすると、県自身

としても、あるいは国と協議しても、この問題をどうふるかということを考えていかなき

ゃいけないというふうに思うんですけれども、その点をどう考えているかということです

ね。 

 それからもう１点は、今後の体制として、ここの委員会で何度も話が出ている中で、専

門家の方々の話によると、構造計算書と建築の図面ですね。これを対象すれば、かなりよ

くわかるんだという話、あるいはその図面を持って現場に行けば、よくわかるんだという

話がありますけれども、今までそういう現場に行くとか、あるいは計算書と図面とを対象

にして見るだとか、そういう検査方法をとっていたのかどうなのか、あるいは今後どうし

ようとしているのか、あるいは国全体の問題だけれども、また次々とこういう問題が出て

くると困ると思うんですけれども、県としても国に先んじて何かしようとする、そういう 

提案というんですかね、考え方があるのかどうか、その辺をお聞きしたいなと思います。 

○巽座長 今、嶌さん、県として何回もおっしゃったけど、横浜市ですね。 

○嶌委員 ごめんなさい。そうです。 

○巽座長 市でいいですね。 

○嶌委員 日本で一番大きい市だから。県以上だから。 

○横浜市 まず命令の内容と効果とでも申しますか、使用禁止命令ですから、事実上退去

命令と同じ効果を持つわけですが、実はこれを出すに当たって、相当中でもいろいろ議論

がございました。危険だから使ってはだめなんですと、通常、建築基準法で想定している

違法建築物の取り扱いというのは、意図してつくったもの、例えば調整区域の中に勝手に

つくっちゃった建物を使って何かをやっているというのが、普通のというとおかしいです

けれども、そういうものに対する使用禁止命令は、最終的に強制代執行まで覚悟した撤去

命令までに至るものでございます。今回は売主がいて、その売主から買った第三者である、

善意の第三者である居住者に対する命令ということから、強制的な排除力を持つ命令まで

は想定はしてございません。ただ、法律上は命令には幾つかの種類しかございませんで、

撤去命令、是正命令、使用禁止命令、幾つかのものがあるわけですが、その中で一番適切

だと思われる使用禁止命令を出したということでございます。 
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 通常ですと、これで使用禁止がなければ、退去命令、撤去命令というところにまで至る

ものになろうかと思いますが、本市ではそこまで至っておりませんで、むしろ使用禁止命

令を出すことにより、退去を促進し、その次の生活再建につなげやすい環境の整備の一助

になるのではないかという、ある意味勝手かもしれませんが、そういう背景のもとに使用

禁止命令を出させてもらいました。 

 したがいまして、出ていただく方たちに対しては、期間限定ではございますが、市営住

宅、県営住宅、あるいはＵＲ（土地再生機構）、さらには横浜市の建築供給公社の持って

いる建物、そういうもので条件に合うものについては、一部は無償、一部については低廉

な家賃でもって入居できるような方策を講じているというところでございます。 

 残念ながら、今まで１７世帯入居しているところ、７世帯の退去ということで、１０世

帯の方たちが現在もまだお住まいを続けているというのが実情でございまして、ちょっと

気にはなるところではございます。 

 これに関係する部分ですが、補償あるいは支援策について、実は国土交通省もいろいろ

お考えになり、各自治体も頭を悩ませながらいろいろなことをやっておりますけれども、

現在までのところ、横浜市では先ほどのペーパーの中に一部書いてありますが、一つは横

浜市独自の方法を幾つかとらさせてもらっています。 

 先ほどのペーパーの１３ページ、横浜市の支援策ということで書いてありますが、固定

資産税、都市計画税という資産にかかわる税については、いち早く減免をするということ

で決めております。 

 それから直接経済的な意味合いでの支援ということになると、建てかえに関する支援が

一番大きいと思いますけれども、現在、国が提示しております建てかえ方式ですね。地方

公共団体が土地を購入し、地域住宅交付金に基づく補助をすることで、建てかえをしたら

どうかというスキームについては、私ども横浜市としても十分承知はしております。 

 ただ、一つ気になることがあるということで、ずっと国にも申し上げさせていただいて

おるんですけれども、そうすることの合理性を法律上も明確にしていただきたいという主

張をずっとさせていただいております。といいますのは、ご承知とは思いますが、いろい

ろな事件、事故、自然災害が起こる中で、この件のみをそれだけ公的支援として取り上げ

て手厚くすることの合理的理由というのは一体何なんだろう。唯一、示されているのが、

建築確認制度というのは公権力の行使に基づくものである。それにかかわるものだからと

いうのが法的な説明であるとするなら、これは到底納得できるものではございませんので、
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その点についてもしあるのならば教えていただきたいというのが、横浜市の主張でござい

まして、それについては現在のところ、まだ話は続けさせていただいておりますが、必ず

しもそこだけにこだわっているものではございません。 

 実際にお困りになっている住民の方たちに対しては、やはり現実的な手立てを講じてい

こうということで、柔軟に考えていかなければいけないとは思っております。今までのと

ころでは、そういうふうな対応であります。 

 それからＥＲＩの責任ということで、ＥＲＩはどう考えているかということなんですが、

ご承知と思いますが、各指定確認検査機関はその指定を受けるに当たっては、保険に入る

ことになっていることは取り決められているそうでございます。ＥＲＩは日本一番の大手

ですから、結構保険金はたくさん入っているらしいんですが、限度額が１０億円だそうで

す。これは説明会の席上申しておりました。ただ、このＥＲＩの犯した検査ミス、確認ミ

スは１件だけじゃないそうでして、幾らそこに投じられるか、あるいは保険会社の方の免

責事項もあるということなので、実際の補償が保険から幾らぐらい支払われるかというこ

とについては未定であるということと、少なくともこの説明会の段階でＥＲＩが言ってい

たのは、補強設計、耐震補強設計の提案まではさせていただくと、それはＥＲＩの費用で

させていただくということを明言しておりました。それを居住者の皆さん方は受け入れて

おりますので、二、三か月の時間をいただいた上で改めて提示することとなろうと思いま

す。 

 たまたま東横イン、これも横浜で発覚したわけですけれども、それから先ほど土木構造

物でもいろいろかつてないことが行われているというふうなことがあって、これは何とし

てもあっちゃいけないことなんですが、土木の手抜きといいますか、何とも言い難いんで

すが、東横インの場合は、これはもう明らかでして、自らわかっていて、利益のためのあ

えてやったわけですから、これは何をか言わんやでして、すべて是正命令を出し、現在、

是正措置を講じているところでございます。命にかかわる問題でも何でもないとかという

ふうなことで最初開き直っていたそうですけれども、そういう問題ではなく、社会の一般

的なルール、障害者の方たちも健常者と同じように旅行ができ、泊まることができるとい

うのは、社会全体で多少コストがかかったとしても容認してやっていかなきゃいけないこ

とを、自分たちだけが助かっちゃうみたいなことは、やはり風土としてはおかしいのかな

と思います。土木の方のインチキというのもそういうのがあるのかもしれません。そこは

ちょっと何とも言いようもございません。 
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 それともう一つ、横浜市では、現場の体験を職員は持っているのか。あるいは検査体制

をどうしているのということなんですが、基準法が変わって、昭和１１年でしたか。新し

い基準法になった際に、横浜市は全数検査をする、中間検査は全数やるという姿勢で臨ん

でおります。そういう意味で、検査体制はかなり充実させているというふうに言えると思

います。現場体験があるかないかというよりは、経験を積むということが大きなことだろ

うと思っておりまして、この中間検査も完了検査もちょっと誤解されるのは、施工管理と

ちょっと勘違いされる部分があるわけでして、施工管理ではなくて、やはり法律上適した

つくり方ができているかどうかを見るわけですから、ご承知だと思いますが、必ずしもコ

ンクリート強度を現場で調べたりなんかするわけではございません。鉄筋の数がちゃんと

入っているかどうかというようなことは確認図面と照合しながらやるわけです。したがい

まして、第三者が確認したものの検査というのは、原則横浜市はやっておりません。 

 民間機関の行った確認の検査を横浜市に持ってこられた場合は、最初から確認検査から

やり直しますと。その上でないと検査は請け負えないので、そういうことを前提に検査を

やるということをご承知おきくださいということでやっておりまして、それ以外のものに

ついては、横浜市自らがやっておりますが、今言ったように、２人一組で相当程度の件数

をこなしているということから、経験則といいますか、そういう意味合いでの訓練は徐々

に積まれてきているというふうに思っております。 

 長くなりましたが、以上でございます。 

○巽座長 ありがとうございました。野城委員。 

○野城委員 ２つです。１つ目は確認で、むしろ会場の皆さんと状況を確認したいので申

し上げますけど、先ほど検証作業の中で激論があったということなんですが、簡単に言え

ば、例えば構造計算書というのが答案といたしますと、その答案の中身を見て皆さんが激

論するというよりも、答案に落ちる前の過程、つまり図面から答案に至る過程がどうであ

ったかということについての解釈が違ったから、激論になったというふうに理解すればい

いのかということが、まず１点目です。 

 それから２つ目は、先ほど部局の中で、１６０人いらっしゃる方の中で、事故解析も含

めてご理解になっている方が一人いらっしゃるということなんですけれども、非常に個人

的なことで恐縮なんですが、その方というのは、私以前、横浜市の公共建築の管理といい

ましょうか、についてどうするかということでご一緒させていただきましたけれども、あ

の際に、大変一時期に大量の公共建築発注があって、自ら設計、施工管理をされる職員の
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方はいらっしゃった。そういう中から、その方がそういった技術、技能を身につけていら

っしゃったのか、それではなくて、いろんなご事情があって、民間が構造設計をされた方

が今、横浜市にいらっしゃるのか。大変恐縮ですけれども、教えていただければと思いま

す。むしろ、そういった方がいらっしゃる経緯というのは、この問題を考えるための一つ

の大事なことだと思いますので、すみません。 

○横浜市 野城先生には去年お世話になって、どうもその節はありがとうございました。

今のＥＲＩとどういう協議があったということなんですが、これは今、野城先生ご指摘の

とおり、一つの答えがあって、その答えをどう評価するかというよりは、何でこういう事

態になっちゃったかという、その原因を探り出す過程で相当な議論があったという事態で

す。 

 といいますのは、日本ＥＲＩは、この計算はおかしいということを一度指摘して、構造

設計者に計算を直させております。それで持ってきた回答をさっと見て、これでよしとし

てしまったんです。横浜市が改めて検証した結果、さっとながめた部分は、さっと眺めち

ゃいけないというのが改めてわかりまして、そこの部分を再度調査し直しました。コンピ

ュータも直しました。なぜ、そうなっちゃったのかということを、克明に追跡調査して、

その結果が、簡単に言ってみれば鉄筋量の計算と壁の強さの計算と、あと軸力の計算、そ

の３つが立ち合わさって一つの構造耐力になるそうなんですが、鉄筋力の計算だけをちょ

っと変えたと、指摘された部分を変えたと。必要な鉄筋量が、例えば「５」だとしたら、

それの４５％しか入れていなかったんで、その逆数倍して鉄筋を入れたんだそうです。つ

まり、「１」必要なところを０．４５しか入れていなかったから、０．４５分の１倍した

と。つまり、２．何倍にしたそうなんです。それが計算として出てきている。ところが、

ほかの２項目については、全く手つかずだったということから、鉄筋を幾ら２倍にしたと

しても、全体としてのバランスは相変わらず崩れたままだということがコンピュータを回

した結果、明らかになって、そういう部分が今回のこの一番原因じゃないかということで

議論し合ったそうです。その結果、構造設計事務所もＥＲＩの構造担当者も含めて、そう

だなということになったということのようです。 

 そういうことに直接携わった私ども構造設計をやっている担当は、野城先生ご指摘のと

おり、営繕をやってきていた人間たちもいますし、それから極めて高度な、先ほど限界耐

力法というお話も出ましたが、そういうものについては、実は民間の事務所にいた人間が

横浜市に転職してきているというふうな人もいたり、いろいろなケースがございます。そ
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ういう意味で、ちょっといろんなタイプの構造専門家がいまして、わいわいがやがややっ

ているというのが実情です。 

○野城委員 要するに、インハウス方々の、特に構造設計を見るというのがずっと普通に

やっているある程度の規模のある自治体であれば、営繕部門からのローテーションでなし

得るものなのか。やはり、そうではなくて、外部のさらに複雑かつ大規模な構造設計のあ

る方でないとなかなかできないのか、そのあたりがちょっと確かめたかったものですから、

確認した次第です。 

○巽座長 まず大河内さん、後で井手さんお願いいたします。 

○大河内委員 この前偽装されたマンションに住んでいらっしゃる方たちにお会いしたら、

その方たちが一応に、行政の対応が大変に悪いというふうにおっしゃっていたんで気にな

っているんですけれども、相談窓口を１３ページのところで設置されて、件数が書いてあ

りますが、その辺の住民の方たちとのやり取りの中で、どんな感じで推移しているのかな

と、余り納得のいくということはないのかもしれないんですけれども、ほとんど何も聞い

てくれないというようなことをおっしゃっていたので、横浜市とあと熊本の方はどうなん

だろうなということが一つ。 

 それから、その下にマンション管理組合に対して検証したいというところには補助する

というふうに書いてあるんですけれども、実際に申し込みをしてきている管理組合という

のが、どのぐらいあるのかというのをちょっとお聞きしたいと思います。 

○横浜市 ここに書かれていることが横浜市の支援策としての一覧でございます。今、国

のスキームでは、例えば引っ越し費用を３分の２まで補助しますということが打ち出され

ているわけですけれども、横浜市では、その分について、つなぎ資金を融資しますという

ふうにしています。そればなぜかというと、先ほど申し上げましたとおり、補助を出す根

拠をしっかり持っていなければいけないねということから、それにかわりものとして無利

子融資を提案しているわけですけれども、融資というのは、ローンの金額の高は別にして、

ローンを増やすようなものだと。だったら一時払いの補助にしていただきたいという声が

強かったですね。国が行おうとしているスキームに対して、横浜市はなぜ同調しないんだ

というような声は直接聞こえてきているところでございます。それは先ほど来申し上げて

いるようなお話をさせていただいておりますが、必ずしも、それに最終的にこだわってい

るわけではございませんので、その点については今後も話し合いを進めながら、柔軟に対

応していきたいということは表明しております。 
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 さらにそれ以外にできることがあるかないかは、引き続き話し合いを進めていきたいと

いうことでございまして、特に建てかえについての資産結果、これは大変お住まいになっ

ている方たちの負担としては大きいものなんですが、恐らく、これが解決しないことには、

ほかにどのような周辺で補助制度、あるいは支援制度をつくったとしても、この部分が見

えてこないと全体がパっと晴れたという環境にはならないのかなと。実はこれが一番大変

な部分でございまして、居住者の皆さん方と一緒に悩んでいるというのが実情でございま

す。 

 それから、マンションの管理組合の皆さん方から申し出があれば、いろんなことをやり

ますという話をしているわけですけれども、今、おっしゃったのは再検証事業のことでご

ざいますか。 

○大河内委員 横浜市には申し込みがいろいろあるかなと。 

○横浜市 あります。問い合わせだけでも２００件以上ありまして、既に具体的な数字は

申し訳ございません。今持ち合わせていないんですが、何件かは実施しているという実態

があります。ただ、これはコンピュータで計算をし直すわけじゃありませんので、書類上

の再チェックをするというのが、この事業の限界でして、そこから先に一歩進むには、も

う一つ階段を上がらなければいけないという制度です。 

○巽座長 井手さんどうぞ。 

○井手委員 ちょっと、私聞き落としたのかもしれないんで、確認なんですが、１６ペー

ジの１２番のセントレジアス鶴見は、問題ありで偽装はなしなんですよね。これはどうい

うことなんですか。 

○横浜市 先ほどちょっと申し上げましたとおり、構造設計に非常にうとい、資格のない

人間が設計をしました。先ほども野城先生のお話の中でちょっとさせていただいたんです

が、ＥＲＩから、この構造設計はおかしいは指摘されたときに一部直したんですが、直し

方が全くおかしい直し方をしたんですが、それが見過ごされちゃった結果なんです。 

○井手委員 それは偽装じゃない？ 故意じゃないから偽装じゃないという、そういう意

味ですか。 

○横浜市 こういう言い方は大変問題があるかもわかりませんが、偽装するほどの技能も

持っていなかったというのが実情のようです。 

○巽座長 和田委員。 

○和田委員 民間のデベロッパーが土地を手配して、マンションを建てて、そこを一般の
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方が買うわけですけれども、そこに市の方が安全、安全といろいろやっていただけるのは

いいんですけれども、もともとそこにずっと住んでいる人にとっては、市の払っている税

金が、新しくマンションを建てる人のためばっかりに使われているという見方もできない

ことはないと思うんですけれども、その申請料とか、職員の方たちの給与とかを考えたと

き、今の申請料が妥当なのかどうか。今日のお話を熊本県も伺っているとちゃんとやりま

すということなんですが、そのちゃんとやるのがまたいいかどうか、もっと一級建築士自

身がちゃんとやれという方が私はいいと思っているんですけれども、こんな少ない金額で

今後もやっていけるものなのか。理想的にはどうしたらいいと思っていらっしゃるかも含

めてお話を聞きたいんですけれども。 

○巽座長 今の和田委員のご質問をさらに広げますと、最近、民間開放で民間の方に、か

なり横浜市の場合は移っていますね。横浜市の確認検査体制は、民間開放になる前と、現

在とではどんなふうに変わっているのか。その問題と今和田委員おっしゃったように、将

来に向かって特定行政庁の役割、民間確認機関の役割、それから国がございますが、それ

らはどういう関係を持てば、どういうふうにすれば確認検査体制を中心とする建築行政の

今後の体制としていいだろうかという点を熊本県も同様なんですけれども、ちょっとお伺

いしたいと思いますが。 

○横浜市 民間開放すること自体を１００％否定するものではございません。ただ、平成

１０年の基準法改正のときに危惧されていたのは、日弁連のこの間のパブコメの意見書に

も出ておりましたが、株式会社が公権力を行使すると、結果としてそうなることは、市場

の原理に委ねているだけでは、とてもじゃないけど、大きな社会問題になるじゃないかと

いうことを既に日弁連は１０年前に指摘していたわけです。そのとおりになったというふ

うなことを、改めて今回意見書の中で申しているわけですけれども、私も全くそのとおり

だと思っています。公権力を行使することを市場原理に全く委ねてしまえば、サービスの

争いというとちょっとおかしいですけれども、審査の質が担保されないまま、右から左に

作業が流れていくということになりかねないわけでして、その点のセーフティネットがな

かったということは、一番大きな平成１０年の市場公開制の問題点だったろうと思ってい 

ます。横浜市は、その点について、当時既に指摘していたというふうに聞いております。 

 今回の事態を迎えまして、社会資本整備審議会の専門部会から中間答申が出されており

ますが、これに対して私ども意見を申し上げました。 

 率直に申し上げますと、今の中間報告では特定行政庁に指定確認検査機関への監督権限
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を付与するから、そちらでもって審査の質を確保するようにという趣旨でございます。監

督権限を特定行政庁が持ったからといって、どういう監督することで質が上げられるのか。

そこの中間報告に書かれているのは、何とサンプル検査せよと書いてあるんですよね。そ

んな馬鹿な話はあるかと思います。サンプル検査するというのは、全数ではないにしても、

１００件のうち１つか２つかもしれませんが、ダブルチェックしろということですよね。

それは民間開放したことの趣旨に全く合わないと私は思います。 

 であるならば、全部民間を廃止するか、これは多分恐らくできないと思います。先ほど

お話がありましたが、１０年間で７割が、制度が変わってから７割が横浜市から民間に流

れていますから、その間、相当職員を減らしております。それを一気に１００％に戻すと

いうのはとてもできませんし、関西あたりでは１００％近くがもう既に外に流れていると

いう実態を考えますと、全部取り戻すというのは、これは現実的ではない。 

 とするならば選ぶ手段は何なのかということで、これは東京都とか、神奈川県とか、い

ろいろ近隣自治体の方とも相談させていただきましたが、もしそういう実態を踏まえるの

であるならば、指定確認検査機関に、ある意味では責任をきちっととらせるような独立機

関としての性格をきちっと持たせるべきであろうと。現行制度では、これも横浜市が舞台

になったんですが、指定確認検査機関の行った処分で民間に損害を与えた場合、その損害

の補償は国家賠償法に基づいて、その所属する特定行政庁に被告になり得るんだと。被告

になり得る可能性は十分あるという、そういう決定が昨年６月されておりますので、この

点についても、今の基準法は全くおかしいと私ども思っておりまして、そういう面での改

正を是非していただきたいということを、昨年６月以来ずっと言い続けておりますが、残

念ながら、国土交通省で行われている議論の中では、その部分については、どう議論され

ているのか全く見えてこないんです。この場をおかりして改めて強く申し上げておきたい

と思っております。 

○巽座長 熊本県さんどうぞ。 

○熊本県 私どもとしましても、大変その辺苦慮していまして、ＪＣＢＯの中でも、やは

り民間確認機関が行った法的責任の明確化ということをお願いをいたしておるというふう

に聞いております。民間確認機関が行ったものを、我々特定行政庁がどうそれに対して責

任を負うかというならば、責任の明確化をうたっていただかないと、我々も先ほど言いま

したように、二重チェック体制を強化する。それにつきましては、やはり人員と労力を大

変要するわけですので、そういうのに力を注いでいく。そして、ましてや民間確認機関に
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ついても、やはり責任を負うような体制になりますと大変な我々の努力、いろんなものを

考えていかなくちゃいけないというふうに思っておりますので、ぜひとも明確化を我々と

してはお願いしたいということです。 

○巽座長 ありがとうございました。それでは、井手さん簡単にお願いします。 

○井手委員 今、横浜市の方からサンプル調査について、その有効性に疑問を呈されたん

ですが、サンプル調査は非常に私は有効だと思うんです。つまり、１００のうち１でも無

作為抽出でしたものが横浜市が検査しておかしいのが出てきたら、これはやはり大変なあ

れでしょうから、もちろん当然それに伴う罰則があるはずなんですが、その場合には、む

しろ非常に抑止力として働くような気がするんですが、そういうふうにはお考えにはなら

ないんですか。 

○横浜市 一定の抑止力にはなるかと思います。ただ、指定確認検査機関があるにもかか

わらず、なぜ特定行政庁がサンプルとは言え、ダブルチェックをしなければいけないのか。

その必然性は何なんですかと。そういうすることが監督権限なんですか。私はそれは違う

んじゃないかと思うんです。自らの責任においてやることですから、本来監督というのは、

そこでミスを犯したときに、あんたもう営業停止ですよということを言えるものが、私は

監督権限だと思います。それをサンプル調査をして、品質をサンプル調査をやることによ

り確保されるような抑止効果を持たせるというのは、理屈として合わないんじゃないかと。

それだったら全数やっちゃった方がずっといいよというふうに理屈としてはなると思うん

です。なぜサンプル調査をやらなきゃいけないのか。そこの理屈が私には理解できないと

いうことなんです。 

○和田委員 審査費用が妥当かどうかということ、これは自分で調べたわけじゃないんで

すけれども、ロサンジェルスなんかは建設費の１％が申請料だと。１０億円なら１千万円

ということですよね。ですけれども、多分相当日本は安いと思うんですけれども、今、お

っしゃっているようなことをちゃんとやろうとしたら、幾らぐらいもらったらできるのか。 

○横浜市 行政コストを算定するのは非常に難しいといいますか。今まで無料であったこ

とを今回有料にしようということで、基礎数値を算定したってすけれども、何をもってこ

の料金の適正さをはかるかというのは、実に難しいところがあって、ちょっとよくわから

ないところがあるんですね。結局、横並びでほかの都市と比べて同じようにしちゃいまし

ょうというのが実態なんですね。私どもも税金で給料をもらって仕事をやっている以上、

かかるコストの全部を回収するのか、かかるコストのうち何％を回収すればいいのかとい
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うことも、実は専門家の先生方に聞いても必ずしもこうだというふうに割合がないもので

すから、大変申し訳ないんですけれども、言いにくい話なんですね。 

 ただ、少なくとも民間指定確認検査機関は、公的団体よりも高いお金をとってやってお

りますから、そこだけを比べれば安過ぎるのかもしれません。ただ、横浜市がやる場合は、

２１日間で下ろせと言っている法定期間を、現在は３週間じゃなくて、４週間ぐらいが平

均になっていると。民間指定確認検査期間は必ず２１日期間以内で出していますから、そ

の差はあるのもかもしれません。質は問いませんけれども。 

○巽座長 ありがとうございました。とても貴重なご意見をたくさんいただきまして、あ

りがとうございました。まだいろいろご意見はあろうかと思うんですけれども、時間の関

係もございますので、議題１につきましては、これまでとさせていただきます。どうもあ

りがとうございました。 

 続きまして、議題２に移りたいと思います。住宅金融関係者にお越しいただいておりま

すが、この議題に関しましては、両方にかかわる議論もあるかと思いますので、質問につ

きましては、住宅金融公庫と住宅保証機構の両方の御説明をいただいたから、後でまとめ

てご質問いただくということにさせていただきます。 

 それではまず、住宅金融公庫から御説明をお願いいたします。 

○住宅金融公庫 住宅金融公庫のハチノでございます。よろしくお願いいたします。 

 今回の偽装問題に対します私ども公庫の対応につきまして、今現在の対応につきまして

は、今日のお手元の資料の後半に参考として載せさせていただいております。必要があれ

ば、後でまた別途ご説明させていただきたいと思いますが、今日ご依頼がございました融

資にかかる物件審査の状況及びノンリコースローンについて、まず資料に基づきご説明さ

せていただきたいと思います。 

 めくっていただきまして、まず住宅金融公庫独自の技術基準と技術審査についてでござ

います。私ども公庫の場合は政策融資機関というようなことで、従来から良質な住宅スト

ックの形成、さらに金融機関でございますので、その債権の保全、そういう観点から建築

基準法とは別に住宅の居住性、例えば省エネルギー性を高めるということで、住宅の断熱

化の基準、さらには耐久性、これにつきましては、ご存じのように公庫は長期、一般的に

は３５年の長期の融資をしております。ご承知のとおり、我が国の住宅は平均では３１年

と言われておりますが、そういう状況の中で長期のご融資をするという観点から、特に耐

久性、長持ちをしていただくというようなことが非常に重要でございますので、基準法と
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は別に耐久性の基準を設けているということで、私どもの技術基準は質の向上と耐久性、

特に質の向上は規模の問題ですとか、そういうようなところでございます。具体的には後

でまたご説明いたします。それが１点。 

 ２つ目といたしまして、そういう基準を設けたものに適合したものにご融資をするとい

うことでございまして、建築基準法の体系とは別に独自の技術審査体制を有しております。

大きく２つございまして、１つは図面の段階、設計の段階での設計の図面審査、それから

もう一つは、工事中ないしは工事が終わった後の現場での技術審査を実施しているという

ことでございます。この審査につきましては、また後ほどご説明いたしますが、効率的に、

また融資利用者の方の利便を考えまして、建築基準法の確認業務を行っておられます民間

の、先ほど来出てきておりますが、民間の検査機関の方と協定を結んで実施していただい

ております。 

 最後に３のところでございますが、今回議論になっております建物の構造耐力上の安全

性、これにつきましては、建築基準法の手続で審査が行われるという前提で公庫の技術基

準には含めておりません。なお、公庫につきましては、民間の金融機関とは違いまして、

建築基準法に基づく７条の検査済証、これを必ず交付されているということを確認してお

ります。具体的には、その写しを提出していただいているというのが実態でございます。 

 あと、今ご説明したことの説明でございますが、簡単にさせていただきますが、２ペー

ジ目は技術基準というところでございます。居住性に関するところで、特に断熱を推進し

てきている。基準法にはございませんが、公庫では断熱構造化を進めている。それから、

優良な中古住宅のストックとしても必要だということで規模を一定に決めております。世

に言うワンルームマンション的なものは排除しておりまして、３０平米以上ですとか、戸

建ては７０平米以上というような要件がございます。 

 次にここがメインでございますが、長期固定をご融資する。長期固定を出していくとい

うような観点から、通常のマンションのようなものであれば、耐火構造、通常のマンショ

ンであれば、それで結構でございますが、木造住宅、公庫の場合の戸建て住宅の融資も当

然多いわけでございますが、土台の耐久性の措置ですとか、基礎を基準法よりも高く、地

盤面より４０ｃｍ、参考に基準法は３０ｃｍですが、耐久性の観点からレベルを上げてい

るというようなこととか諸々ございます。 

 それから、今回に関連しますマンションでございますが、ソフトの面の基準も必要だと

いうことで、必ずマンションの場合は長期修繕計画、これは２０年以上の長期修繕計画が
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定められていることですとか、また適正な積立金を積み立てるなり、それを別会計として

管理組合が管理するというような、管理規約が作成されていること。こういうようなもの

を要件としているというのが実態でございます。 

 次の３ページを見ていただきまして、それの具体的な審査のやり方でございます。一戸

建てとマンションというふうになっております。どちらもまず設計図面の段階、図面は基

本的な配置、平面、立面、カナバカリ、このあたりのものを。また仕様書、こういうもの

を出していただいておりますが、一般的には基準法の確認の審査と同じときに、公庫の先

ほどの基準を表した図面を聴取して審査を行うということでございます。 

 あと木造等の一戸建て、戸建ての住宅につきましては、先ほど申しました耐久性の基準

がかなり厳しいといいますか、詳細に決めております。そういうことで竣工後ではなかな

かわからないということで、戸建てにつきましては屋根工事完了時、上棟式の少し後の瓦

をふいた段階に行っていただいて、その木部なり、断熱施工、こういうものをチェックし

ております。 

 あと竣工の段階、これは基準法の完了検査の段階にほぼ同じでございますが、戸建ても

マンションも現地で建物の立地、接道関係ですとか、先ほどの規模、基本的には目視の範

囲でございますが、技術基準の適合性を確認しているということでございます。 

 さらに先ほど申しましたように、この段階で建築基準法に適合しているというようなこ

とを確認するために、検査済証の交付を確認しております。写しをいただいておるという

ことでございまして、これは全種別やっているというような状況でございます。 

 最後にこの検査につきましては、公庫としての検査でございますが、建築確認検査機関

ということで、その中で公庫と協定を結んでいただいて、適切に的確に審査をしていただ

けるという約束のもとに、今現在１０９機関、すべての確認検査機関でございませんが、

１０９機関と協定を結んでしていただいているというような状況でございます。 

 技術基準審査関係については、このあたりにさせていただいて、ノンリコースにつきま

しては、こちらの担当部長とかわります。 

○住宅金融公庫 総合企画部長のハナオカでございます。よろしくお願いいたします。 

 お手元の資料の４ページ以降ノンリコースローンの私どもで調査しました内容が簡単に

２ページほどにまとめてございます。ノンリコースローンの定義がそこに書いてあるとお

りでございまして、要するに、物件の価値だけで債権を回収するローンということでござ

います。今さらながら済みません。 
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 日本における状況でございますけれども、一番下の事例のところに書いてございますが、

例えば、六本木ヒルズのような、いわゆる不動産開発事業のためのＳＰＣ向けの融資、あ

るいは大東建託さん等がやっておられるような責任財産限定型のアパートローンといった

ような収益不動産を対象とした融資について幾つか行われている例があるということでご

ざいます。 

 ただ、当然のことながら回収率等の問題がございますので、一般的に融資金利も通常の

融資よりも高めに設定されるということでございまして、一番下の行に書いてございます

リーマンブラザーズさんのホームページに載っています金利で言いますと、現在、６か月

の変動金利で大体年２ないし３％程度の金利をとられるということでございます。６か月

の変動と申し上げましたけれども、日本の場合は変動金利は６か月ごとということになっ 

ていますので、実態上変動金利の一番短いもので２ないし３％ということでございます。 

 それから１枚おめくりいただきまして、それでは外国はどうなんだということでござい

ます。よく一般的にアメリカでは、住宅ローンもノンリコースになっているんではないか

といったようなことが言われるわけでございますけれども、私ども今回、アメリカの最大

のモーゲージバンクでございますカントリーワイド社というのがございますが、アメリカ

で大体１４％ぐらいのシェアを持っているモーゲージバンクでございますけれども、そう

いったようなところに問い合わせを行いました。その結果が、そこにまとめてあるとおり

でございます。 

 この問題を整理させていただきますと、まず制度の問題と実態の問題であると。それか

ら制度の問題という場合に、住宅ローンの問題と強制執行手続の問題であるということで

ございます。お手元の資料の２番目のポツは、制度の問題のその１ということで、住宅ロ

ーンの問題でございます。 

 住宅ローンにつきましては、要するに住宅ローンの契約書にノンリコースだといったよ

うに書いてある契約書は見たことがないと。これはアメリカ系の方にどなたにお伺いして

も、そういった契約書は見たことがないということでございます。もちろん、我々がお伺

いした範囲の方でございますけれども。 

 それから制度的な問題のその２といたしましては、３番目のポツでございますが、これ

は強制執行手続の話でございます。州によっては、ここでは比較的簡便な手続と書いてご

ざいますけれども、要するに非司法的な手続による競売手続の場合に、物件が解消した後、

さらにご本人の給与等に追及していくことができないといったようなことが、司法によっ
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て禁止されているものがあるということでございます。 

 この場合、ご注意いただきたいのは、先ほど非手法的手続と申し上げましたけれども、

当然、別途司法手続による競売というものがあるわけでございまして、その場合に不足額

をさらに請求する、担保物件価値以上の不足額をさらに追及するということは、これは当

然のことながら可能であるはということでございます。どちらを選択するかということに

つきましては、それは住宅ローンの債権者の選択に委ねられているということでございま

す。 

 それから、最後のポツが実態はどうなっているのかということでございますが、アメリ

カの場合は、日本と違いまして、もともと建築年数の経過によりまして、住宅価格が下が

る割合というのは非常に少ない状態でございます。特に最近は住宅バルブとか、グリーン

スパンはフロスと言っていますけれども、そういったような状態で住宅価格が上がってお

ります。そういったような市場の実態がございまして、実際上、融資物件の売却によりま

して、債権額がほとんどすべて回収されてしまうといったような状態にございます。 

 それ以上回収しようと思いましても、コストを考えればどうなのかなと。先ほど申し上

げました司法手続の場合は、当然時間とお金がかかわるわけでございまして、そこまでコ

ストをかけて回収率をほんのわずか上げるということがどうなのかなといったような判断

があるんだと思いますけれども、実態上、物件以上の回収をされている例はほとんどない

といったように伺っております。 

 冒頭申し上げましたよくアメリカがノンリコースローンだという話については、このポ

ツと言うと３ポツ、４ポツでございますが、そういったような実態とか、そういった面に

着目して、そういう言い方がされているのかなということでございまして、ちょっと次元

の違う話がいろいろ混じっておりますので、その辺整理をしていただく必要があるのなと

いうことでございます。 

 それ以外に、一番下に書いてございますが、アメリカ、フランス、ドイツ、これはそう

いった住宅ローンの相当大手の銀行にそれぞれ問い合わせを行いましたけれども、アメリ

カと同様、ノンリコース言ったような契約は見当たらないということでございました。 

 それから、６ページ、７ページ先ほど冒頭申し上げました公庫の今回の対応でございま

す。これについては、一言ずつだけ触れさせていただきますと、まず、６ページは公庫の

ローンを借りて問題物件をお買いになっていた方への返済措置の特例でございまして、

（１）、（２）、（３）と書いてございますように、払込金の返済の猶予期間の設定、あ
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るいはその間の金利の引き下げ等々を行っております。実態としては、支払い能力の低下

割合に応じまして、率が設定してございますが、実態上は一番下の３年間１．５％の適用

になる方が、今申請していただいた方の中ではすべてだということでございます。 

 それから、７ページでございますが、これは新しくマンションの建てかえ等が行われま

す場合に、なかなか担保の評価の問題等があって、民間金融機関さんで対応しきれない場

合に、公庫として対応すべきじゃないかといったために、１７年度の補正予算で措置をい

たしたものでございまして、特徴的なところといたしましては、融資率が通常は物件の８

０％ということでございますけれども、この場合は１００％、すなわち、頭金がなくても

満額融資をさせていただくといった制度をつくっているわけでございます。 

 それから最後に１点だけ修正をさせていただきたいんですが、左側の枠の中の収入審査

のところで、同居をしていない直系親族の収入を合算できると書いてございます。これは

一般の場合はそうなんですけれども、この場合は直系じゃない兄弟とか、そういったよう

な者でも可能なことにしておりますので、恐縮ですが、左側の枠の中の直系の二文字を消

していただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○巽座長 ありがとうございました。それでは引き続きまして、財団法人住宅保証機構か

らご説明をお願いします。 

○財団法人住宅保証機構 住宅保証機構のヌマオイです。よろしくお願いいたします。 

 それでは、お手元の資料の４でございます。住宅保証機構の保証制度についてご説明さ

せていただきます。 

 まず、資料の２枚目の方から見ていただきたいと思いますが、４の住宅登録実績という

グラフがございます。これで住宅保証制度のこれまでの経緯を簡単にご説明させていただ

きたいと思います。 

 住宅保証制度につきましては、昭和５５年度に一戸建てを対象といたしまして、北海道

から始まりました。昭和５７年度から全国に普及を始めまして、全国各県で体制が整いま

したが、昭和６１年度でございます。その後、平成５年度に分譲の共同住宅を対象として

加えております。それから、平成９年度に賃貸の共同住宅を開始しているということでご

ざいます。このグラフで見ていただきますと、これは住宅の登録戸数ベースでございます

けれども、全国で１万個を超えるのに十四、五年かかっているという状況でございます。

その後、平成７年阪神淡路大震災、これが起こったことによりまして、建築物の安全性に
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対する関心が高まったというようなこともございまして、急激に住宅登録戸数が増えてい

るということでございます。 

 それから平成１１年度に品格法ができまして、１２年度から施工されておりますけれど

も、こういった状況からこういった戸数の伸びになっているという状況ではないと思って

おります。現在では１０万戸から１１万戸のベースで推移しているということでございま

す。１戸建てにつきましては、新築の着工戸数の１９％から２０％ぐらいで、ここ二、三

年前は推移しているということでございます。共同住宅につきましては、下の方の黒い部

分でございまして、７，０００戸から８，０００戸ベースの推移ということでございます。 

 それでは、１ページ目の方に資料の１枚目の方に戻っていただきまして、共同住宅にか

かわる住宅性能保証制度の概要につきまして説明させていただきたいと思います。 

 １の概要のところは、趣旨でございますけれども、住宅事業者が品格法に基づく瑕疵担

保責任を確実に履行することができるよう、保険制度によりバックアップをしていくとい

う制度でございます。 

 制度の仕組みといたしましては、まず業者の方が機構の方に申請し、登録していただく

ということになっております。現在、一戸建て、共同住宅を含めまして、４万１，０００

社ほど１６年度末で登録しているということでございます。特に登録に当たりまして、共

同住宅、一戸建て専用とか、そういう仕分けはしておりません。 

 それから保証住宅の登録でございますけれども、この登録した業者が住宅の着工する前

に、機構の方に登録申請を行っていただくということがございます。この登録申請のあっ

た住宅につきまして、機構が保険の付保対象とする上での必要な審査を現場において行う

ということでございます。 

 基本的には現場審査につきましては、住宅の登録業者の方の自主的な管理を前提といた

しまして、目視それから施工管理等にかかわる現場に置かれております書類を確認するこ

とによりまして、審査を行っているということでございます。 

 共同住宅の場合の現場審査につきましては、第１回目の現場審査が基礎配筋工事完了時、

それから、２回目以降が中間階の床配筋工事完了時ということでございまして、最下階か

ら起算いたしまして、２の階、それから３に７の整数倍を加えた数の階ということで、中

間階の検査を行っております。地階がない場合の住宅の場合で申し上げますと、２階と１

０階、１７階というように回数に応じて中間階の検査を行うということでございます。そ

れから最後に屋根防水工事の完了時に検査を行うということでございます。 
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 機構はこの審査に合格した住宅につきまして、保証住宅として登録いたしまして、保険

が付保されるということになります。 

 それから、登録業者による保証ということでございますけれども、登録業者は保証住宅

につきまして、構造耐力上主要な部分、または雨水の進入の防止する部分につきまして、

１０年間の瑕疵保証を行うということでございます。 

 保険制度の適用でございますけれども、保証住宅の基本構造部分の瑕疵に起因しまして、

保証住宅が基本構造部分の耐力性能、または防水性能の滅失、または維持できない場合、

保険金が支払われるということでございまして、免責が２年間、填補率が１０％、免責金

額につきましては、１０万円または５０万円の中から選べるという形になっております。 

 なお、登録業者が倒産した場合には、住宅所有者に直接保険金が支払われるという仕組

みになっております。 

 なお、※のところで普通保険約款のうち、保険金を支払わない場合ということで、故意

または重大な過失だった場合には支払われないという約款になっているということで掲げ

させていただいております。 

 それから、２枚目の方にまいりまして、料金でございますけれども、業者の登録料につ

きましては、新規の場合が３万１，５００円、更新の場合が２万６，２５０円ということ

で１年更新というふうになっております。 

 住宅登録料につきましては、住棟価格に対しまして登録料率を掛ける部分と、定額部分

とかに構成されておりまして、申請住宅の階数、あるいは先ほど申し上げました免責金額

１０万、５０万がありますけれども、どちらかを選ぶか、または利用関係別によって異な

るということで、ここには例といたしまして、住棟価格が４億円で６階建ての集合住宅の

例ということで、通常コース、それから基金コースに分けて登録料の試算した例をお示し

しております。 

 以上でございます。 

○巽座長 ありがとうございました。今、２つの団体からのご説明がございました。ここ

でご討議いただきますんですが、その前に熊本県の方がここでご退席になりますので、ど

うも大変ご苦労でございました。ありがとうございました。 

                （熊本県退室） 

○巽座長 それでは、今の住宅金融関係の住宅金融公庫と住宅保証機構の２つ団体のご説

明について質問をお願いいたします。嶌委員。 
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○嶌委員 まず住宅金融公庫ですけれども、構造審査はしていないということですけれど

も、これは検査機関がきちっとやってくれると、そういう前提があるからやらないという

ことなのかどうか。それから、さっき耐久性が中心だというけれども、今回みたいに構造

がおかしくなれば、耐久性はもたないわけですよね。そういうことは想定していたのかど

うかということですね。 

 それから、返済不能の場合は担保物件を回収するというふうにおっしゃられたんですけ

れども、これも担保物件が担保にならないわけですよね、壊れちゃうわけだから。こうい

うことも想定しているのかどうなのかというようなことですね。 

 それから特例措置、公的支援のいろんな特例措置がありますけれども、これが実際のと

ころどんな運用になっているのかというような、今回のケースですね。一般の場合じゃな

くて、今回のケースについて、何か具体的な動きがあるのかどうかということをお聞きし

たいなと。 

 それから、住宅保証機構の方ですけれども、いろいろ審査をされるわけですが、こうい

う審査というのは、業者や施工業者から計算書とか、図面とかをもらって、それでやって

いるわけですか。それとも全く別な形でやっているのか。そういう書面なんかをもらった

場合は、それはずっと保管していることになっているのかどうか。例えば、今回のマンシ

ョンなんかでは、そういう書面や計算書を出せと言われたら、もうないというふうに言わ

れた住民もたくさんいるというふうに聞いていますけれども、そういうのは、おたくの方

で保管しているのかどうなのかということですね。 

 それから全体の保険金の収入に対して補償率は一体どの程度か、総額というか、全体と

して保険金が入ったのに対してどの程度の補償をしているのかということですね。それか

ら、検査機関の検査をパスしちゃった場合でも、こういうことはきちんとやるわけなのか

どうか。確認検査ですね。検査機関とか、国とか、確認とは別に、こういうことを別にや

るわけですね。そのことも含めて。 

○住宅金融公庫 まず構造安全上については、検査機関を信用していたのかというような

ことでございますが、検査機関を信用するという以前に、やはり建築基準法に基づく確認

制度を、当然、公庫の場合は信用した上で公庫の制度をつくっておりますので、先ほど申

しました確認という図面審査の段階のチェックと、それから検査済証を出していただく竣

工検査、こういうものが確認にのっとってしっかり行われている、適法だというようなこ

とを検査済証をいただくという行為でもって信用して制度を構築しているというようなこ
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とでございまして、それは結果的に、それを行う機関としての検査機関を信用しているこ

とになるかと思いますけれども、一義的には確認制度を信用という言い方はおかしいです

が、確認制度をベースに公庫の制度はつくっているということでございます。 

 それから２つ目の耐久性を重視しているけれども、構造安全上問題があれば、それは耐

久性も問題あるじゃないか。おっしゃるとおりだと思います。ただ、ここにつきましては、

特にマンションのようなものにつきましては、一般的な建築基準法上しっかりと行われて

おれば、５０年なり、６０年なり、コンクリート系はもつというふうに言われております

ので、公庫としての一般的な長期工程という観点からは十分もつんだと。今回の論点は違

うかもわかりませんが、戸建て住宅のような場合は、少し公庫として上乗せ、ダブルスタ

ンダードになるかもわかりませんが、上乗せ基準をあえて設けてチェックをしている－－

木造住宅の場合ですね－－というのがございますが、今回のマンショのようなものにつき

ましては、建築基準法上しっかり建てておられれば、耐久性上問題はないということで、

そこについてはあえて触れていないということかと思います。 

○住宅金融公庫 ノンリコースローンの点でございますけれども、先ほど私の言い方がま

ずかったのかもしれませんが、私が申し上げたかったのは、不動産開発みたいな事業なら

ともかく、個人の住宅については、アメリカでもノンリコースという制度にはなっていな

いし、日本でもそういうことはなかなか難しいんじゃないかということで申し上げたつも

りです。 

 今、実際に住宅金融公庫がノンリコースのローンをやっているといったようなことはご

ざいません。先ほど申し上げましたような年数の結果にかかわらず、住宅価格が低下しな

いといったようなマーケットになるとか、あるいは今回のような事件があったときに、何

らかの保険制度的なもので、それがカバーされるとか、そういったようなことがないと純 

粋融資の世界で、そういったものを実現するのはなかなか難しいかなと思っております。 

 それから、実際の公庫の特例措置法の運用でございますが、まず６ページの既にローン

をお借りされている方の返済特例措置につきましては、最近、公庫の融資以外を受けられ

る方をたくさんいるものですから、実際に対象の１１物件でお住まいになっている方で公

庫の融資をお受けになっている方は、３８件いらっしゃいます。そのうち、８件につきま

して、この６ページの措置の適用がございまして、すべてこの３年間１．５％といったも

のの適用になっております。 

 それから、７ページの措置は先ほどの横浜市の方からもお話がございましたように、建
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てかえ制度が動いたときの制度でございまして、私どもといたしましては、現在、こうい

った制度ができたということをホームページ等で周知するとともに、個別の物件について

お話があった場合には、実は昨日もうちの担当が行っておりますけれども、そういう管理

組合の会合等に行ってご説明とか、個別の案件のご相談にのせていただいている。そうい

ったような状況でございます。 

 先ほど公庫の融資対象戸数は、３８ではなくて３９です。すみません、訂正させていた

だきます。 

○財団法人住宅保証機構 審査の件ですけれども、私ども図面として申請者から受け取っ

ている図面につきましては、確認済証、それから確認申請書の写し、これをまず前提とし

ていただいたおります。それから図面といたしましては、付近見取り図、配置図、平面図、

立面図、カナバカリ図といったような基本的な図面だけを申請書に添付していただいてい

るということでございまして、具体的な構造図とか、そういうものにつきましては、現場

審査の段階で現場に備えつけられておりますので、それを見ながら現場において審査をす

るということになっております。 

 それから補償率という言い方をされていましたけれども、これにつきましては、私ども

の先ほどのグラフで見ていただいいてもわかりますように、近年急激に戸数が増えている

ということがございまして、それから１０年間かけて事故が発生するということで、今の

段階で収入保険料に対して、これだけの支出がされるというようなデータというのは非常

に出しにくいというか、わかりにくいものになるんではないかなと思っております。 

 なお、補償事故つきましては、平成１６年度末までに１，３９０件ほど事故が発生して

おります。累計です。これにつきましては、補償対象となる戸数が１６年度末までの間に

まだ終了していないものも含めて８０万戸から９０万戸あるというような状況でございま

す。そういった戸数に対して１，３９０件の事故が起きていると。今、補償中のものがず

っと１０年間続きますので、それを見てみないとなかなか全体の率というものはつかみに

くいということでございます。 

 それから審査に当たりましては、確認済みをしているということを前提に、現場におい

て審査をするということでございます。 

○嶌委員 補償の対象というのは８０万戸、９０万戸の収入があって、そのうち１，３９

０件が保険の対象になっている。支払い対象になっていると。 

○財団法人住宅保証機構 今までですね。例えば、このグラフでいきますと、平成１３年
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度に受けたものにつきましては、平成１３年度に保険金を一括して払ってもらいまして、

それが１０年間にわたる事故処理の保険金として支出されるということですので、かなり

長期にわたって事故が発生しますので、最終的に１０年経たないと全体の分母、分子関係

がわからないということです。 

○嶌委員 これは木村建設とか、ヒューザーも入っているんですか。 

○財団法人住宅保証機構 今回のこの件に関するもので、補償対象になっているような登

録住宅はございません。 

○嶌委員 入っていないわけだ。 

○財団法人住宅保証機構 入っていません。 

○巽座長 和田委員。 

○和田委員 ここに１０年の瑕疵とか、そういう話と震度６の強とか、この強度で倒れる、

倒れないという耐震設計の時間のスケールが一桁違うと思うんですけれども、保証制度と

耐震設計の関係について、何か議論されたことはあるんでしょうか。 

○財団法人住宅保証機構 保証につきましては、私ども前提といたしまして、設計・施工

基準というのを設けておりまして、設計・施工基準に適合するようにしてくださいという

ことを業者の方にお願いしております。その際、設計・施工基準につきましては、基本的

には基準法に適合するようにつくっていただく、建てていただくということを前提として

おりましたので、そういったレベルでの瑕疵について１０年間の保証という形になろうか

と思います。 

○和田委員 雨漏りとか、隣の音が聞こえてしまうとか、それは一般の工業製品と同じ、

買ってきたらすぐ性能が出ないとか、５年後雨漏りするとかという話があるんですけれど

も、地震に関しては、今回、イーホームズの方が言わなければ、まだ誰も知らないという

ようなものですよね。そういうものと、この保険制度とのかかわりが私には理解できない

んですけれども、もし大きい地震が起きて、金融公庫でも同じだと思うんですけれども、

姉歯さんのやったのだけがばたばた倒れて、ほかはぴしゃっとしていたときに、それでも

保険が出るのか、出ないのか。耐震というのは人間の命よりもスケールの大きな時間の話

をしているので、こういう保険制度と今回のものは何か保証になるのか、ならないのか。

私は余り当てにならないと思っているんですけれども、いかがなんでしょうか。 

○財団法人住宅保証機構 この保険については、基本的には地震に対するものは免責とい

うことに保険の性格上なっております。地震に対ましては、別途地震保険という保険制度
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がございますので、そちらの方で地震での対応をするということになっています。私ども

の制度はもともと不具合が出た場合に、そういったものを直す、業者さんが無料で直すと

いう場合に保険金でサポートしましょう。負担を軽減しましょうという制度でございます

ので、そういった点では一定の効果があるのではないかというふうに考えております。 

○巽座長 野城委員。 

○野城委員 ノンリコースローンについて伺いたいのですが、全く仮定の問題ですけれど

も、もし今回、被害に遭われた方々が通常の方ではなくて、ノンリコースの住宅ローンを

借りておられたと仮定した場合に、今回の件が起きた場合は、どういうことになるか。つ

まり、ご自分が住んでいらっしゃる住宅を放棄すれば、それでもう決済が済んでしまうの

か、あるいはそうではなくて、さらに残債を払い続ける必要があるのかどうか。といいま

すのは、非常にそこら辺が、いい建物をつくっていくという意味では、このノンリコース

の考え方は大変いいインセンティブを持っていると思いますので、それで伺う次第なんで

すが、いかがでございましょうか。 

○住宅金融公庫 ノンリコースローンの定義というのは、そもそも物件の担保価値で回収

するということでございますので、今回のような場合であれば、居住されている方とか、

購入者の方が、物件の権利の放棄されれば、それ以上給与等からは支払う必要はないとい

うことになろうかと思います。 

○山田委員 ノンリコースで個人的な住宅には適用がなくて、商業用の不動産について適

用があるというのは、アメリカなどの考え方では、つまり貸し手、銀行と借り手の方が共

同事業をすると。共同プロジェクトをするというふうな考え方を基本的にあるんですね。

それでもって銀行も半分責任を持ちなさいよと。あなたもいろいろ調べて頭を突っ込んで

議論をして、その事業をやって、それが失敗したとしても、それは銀行にも責任があるん

だから、それの担保物件だけで我慢しなさいよという、それが基本的な考え方なんですね。

ですから、個人的な住宅を建てて、それでノンリコースにするというのは、そこは無理が

あるだろうと。ただ、おっしゃるように、もしそういう制度にすれば、それはチャラです

よということになるんだろうと思います。 

○穐山委員 保証機構さんの方にちょっとお伺いします。資料の④の保険制度の適用のと

ころですが、保険金が支払われるケースとして、保証住宅が基本構造部分の耐力性能また

は防水性能を滅失し、または維持できない場合、登録業者の保険が支払われるとなってお

りますが、これは工事を補修したことを確認して保険金が支払われるということなのでし
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ょうか、どうかということ。それから、登録業者が倒産した場合は、住宅所有者に保険金

が支払われるとなっておりますが、この場合、補修は誰がやって、それをどう確認して支

払うのか。つまり、管理組合というものが間に入っていて、所有者個々にお渡しするんじ

ゃなくて、管理組合にお払いするのか。それとももう一つ、保険金ですので、保険額に応

じての８０％とか、９５％とかという数字があるんだろうと思うんですが、保険金以上の

被害があったとした場合には、それ全部を保証するものではないという理解でよろいしん

でしょうか。 

 それともう一件、先ほどの委員のご質問で、今回ヒューザー等の物件で、保険には入っ

ていなかったというお話でしたが、もしこれに入っていたとして－－仮定で、ですけれど

も－－入っていたとして、今度のような物件には保証できるのかできないのか。その辺の

ところはどうなんでしょうか。以上お伺いしたいと思います。 

 それから、公庫さんの方ですが、先ほど３９件ですか、公庫融資物件があるということ

ですが、今度の事件で少なくとも建物については担保価値がなくなったと思うんですが、

そうしますと、それに対して、何か補足担保を追加でとるということなんでしょうか。ど

うなんでしょうか。 

 それと二重ローンということになる。もし建てかえた場合ですね、公庫が入って立てか

えた場合でも二重ローンということになりますよね。その辺のところで旧のローンという

ものを破棄するとか、そういうようなことは考えられないんでしょうか。つまり、１１年

前の阪神淡路大震災のときから、二重ローンというのはずっと問題になっているんですが、

これの解決方法として何らかの方法が考えられないかということで、どうなのかなとちょ

っとお伺いしたいと思います。 

○巽座長 それでは保証機構の方からお願いします。 

○財団法人住宅保証機構 事故が起きた際の対応といいますか、どういうふうにしている

かということかと思いますけれども、まず、通常の場合ですと、住宅を所有されている方

がいろいろ不具合見つかったと、欠陥が見つかったという場合に、業者が営業を続けてい

る場合には、業者の方にこういったことを直してくれということがございます。それに対

しまして、業者の方が瑕疵だということであれば、業者の方が直されるということですけ

れども、その際に、私どもの機構、具体的には事務機関を通じてですけれども、機構の方

にこういう事故があったので、補修をしたいという届出が出ます。それに対しまして、私

どもの方から一定の保険の保護に当たりましては、査定をすると。これが本当に必要な工
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事かどうか、瑕疵としての工事かどうか。それを確認いたしまして、決定いたしまして、

補修工事を行っていただいて、それを確認した段階で、その補修工事に対しまして、先ほ

どの一定の填補率、免責額を引いて保険金を支払うという形になります。 

 それから登録業者が倒産している場合どうかということですけれども、その場合には、

住宅所有者の方から直接機構の方に、こういう不具合があるということが出てきますので、

それに対しまして補修をしていただくと。その場合の補修につきましては、登録業者の方

がもういませんので、倒産していないという場合には、住宅所有者が選んできた業者さん

が直されると。それに対しまして一定の査定を行いまして、補修が済んだ段階で保険金を

支払うという形になります。また、共同住宅の場合には、管理組合が１棟ごとの補修の単

位ということになりますので、管理組合が対象になるということなります。 

 それから今回のような事件、ヒューザーに支払えるかということでございますけれども、

ちょっと個別の仮定のことについてはお答えは控えさせていただきたいと思いますけれど

も、先ほどご説明した資料の中の※の中で、保険の関係の普通約款の中に、保険金を支払

わない場合ということで、関係者の故意もしくは重大な過失があった場合には、保険金は

支払わないということになっておりますので、個別のケースにおきまして、関係を十分調

査の上、出すか出さないかを決定するということになろうかと思います。 

○穐山委員 もう一つ、あくまでも補修した金額を保証するのではなくて、保険金額の範

囲内でお支払いするということですね。例えば、１０億かかったとして、保険金が８億だ

ったとすれば、８億でおしまいということ。そういうことですね。 

○財団法人住宅保証機構 保険金につきましては、一定の限度額がございます。例えば、

共同住宅で申し上げますと、１棟の住宅価格までの範囲。それが３０億を超える場合には、

３０億円が限度になるというような限度額が幾つかがございます。 

○穐山委員 それは保険金をかけるときの数字ですよね。ここまでは保険金をかけられま

すという、評価額かなんかで、それは出すわけですよね。 

○財団法人住宅保証機構 基本的には住宅価格を申請していただきまして、それによって

保険料率が決まりますので、その保険金を支払ってもらうということになりますので、申

請いただいた住宅価格が基本的には限度額になるという考え方です。 

○穐山委員 そうしますと、補修する費用というのは、ものすごい額になるということは

考えられない？ 保険額のごく一部だろうということになりますか。 

○財団法人住宅保証機構 ちょっと意味が……。 
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○穐山委員 例えば、構造部分に瑕疵があったとして補修をします。そこに幾らかかかり

ます。その費用が保険額の総額よりも普通は低いだろうと。保険金額よりもはるかに高く

なることはないだろうという、そういう考えですか。 

○財団法人住宅保証機構 保険の総収入みたいなものに対するという意味ですか。 

○穐山委員 その物件に対して。実際に補修をした……。 

○嶌委員 保証額がたくさんかかると。 

○財団法人住宅保証機構 先ほど申し上げましたように、１棟当たりの補修額が住宅価格

を超えるような場合には、それ以上は出ません。 

○穐山委員 そういうことですよね。 

○住宅金融公庫 住宅金融公庫の関係でございますが、先ほどご指摘がありましたように、

たしか建物の価値はなくなりますので、担保価値としては、もちろんかけられるというこ

とになるわけでございます。そういった場合、金融機関の一般論からすれば、追加担保を

お願いするということになるんですが、住宅金融公庫の場合、従来から、こういった災害

等で被害を受けられた方の場合には、追加担保はお願いをしないという扱いを行っており

まして、今回もそういうお願いはいたしておりません。 

 それから二重ローンの問題で、最初の債権が放棄できないのかというお話でございまし

たが、この点につきましては、そういうことになりますと、まさに先ほどから話題になっ

ているノンリコースということになるわけでございまして、通常の一般災害の被害を受け

られた方についても、引き続き資力ある限りは返済をいただいているといったことのバラ

ンス等を考えますと、なかなか放棄というわけにはいかないかなというふうに思っており

ます。ただ、私どもだけではなくて、全銀協さんなんかともご相談しておりますけれども、

新しく建て直す場合に、またローンを組んで抵当権をつけなきゃいけないという場合に、

ごく一般的になりますと、最初のローンが第１順位で、新しいローンは第２順位というこ

とになるんですが、そういうことですと、なかなか新しいローンを貸してくれる人がいな

いじゃないかということで、そこは調整をいたしまして、最初のローンと新しいローンは

同じ共同で第１順位にするということで、その点については、最初のローンの方が少し譲

るといったような調整ルールをつくっております。 

○巽座長 ありがとうございました。それでは小谷委員。 

○小谷委員 保証機構さんにちょっとお伺いしたいんですけれども、先ほど和田委員の方

から耐震に対して保証をするのかという質問に対して、保証しないというお答えだったと
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思うんです。ただ、品確法の中に耐震等級、あるいは耐風等級というのがございまして、

基準法で定める１．５倍ぐらいまでの地震力にて耐えることなど対して等級がある。これ

は保証機構さんに伺うのがいいのか、あるいは住宅局の生産課の方にお伺いするのがいい

のかわかりませんけれども、耐震等級とか、耐風等級というのが単なる書き付けだけで終

わってしまうようなことになってしまうのか、あるいは耐震等級の高いものを得ると、そ

りなりに得ることがあるのかどうか。その辺についてはおわかりになる範囲で結構ですけ

れども、教えていただけませんでしょうか 

○財団法人住宅保証機構 私どもの保険を引き受けるに当たっての現場審査につきまして

は、先ほど申し上げましたように、設計・施工基準、これは基本的には基準法レベルの基

準ということになっておりますので、それを前提として保険を引き受けているというよう

なことから、そういった耐震等級というような基準法よりも高いレベルのところを想定は

していないということでございます。 

○小谷委員 例えば、耐震等級が上のクラスのものをとっていれば、それに従って保険料

が安くなるというようなことも全くないということでございましょうか。 

○財団法人住宅保証機構 耐震等級に応じて登録料が安くなるということはございません。

ただ、性能表示制度と同時申請した場合には、一定の割引をしております。これは性能表

示制度を普及するというような観点も含めて、そういった措置をとっているということで

ございます。 

○巽座長 井手委員。 

○井手委員 公庫にお尋ねしたいんですが、３９件というのは何棟で３９件なんですか。 

○住宅金融公庫 今回の対象物件は全部で１１棟ございますけれども、そのうち公庫融資

があるものが９棟でございまして、その９棟に対して３９件ということでございます。 

○井手委員 ということは、９棟で３９というのは全部ではない。 

○住宅金融公庫 もちろんそうでございます。 

○住宅金融公庫 非常に公庫融資の利用率が少のうございまして、ものによっては１戸、

２戸のものがございます。一番多いのでも１１戸のレベルでございます。 

○井手委員 もう一つなんですが、私は以前、公庫は中間の検査をすると、そういうふう

なことで公庫の基準に合致しているということは、非常に厳しいあれをクリアしたという

ことだから、公庫融資を受けられるマンションというものは、安全性が高いというふうな

ことを聞いておったような気がいたしましたけれども、この辺はどうなんでしょうか。 
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○住宅金融公庫 今日のご説明は、今、公庫の方が主力にやっておりますフラット３５と

いう民間の銀行さんが貸し出すものを公庫が買い取って証券化していくという、今後のメ

インということでご説明させていただきました。今、委員お話のものは、今はもう細々で

ございますが、公庫が直接融資する財投資金でご融資するマンション融資、そういう需要

を見せていただいて、合融資するという制度がございました。その中では確かにマンショ

ンにつきましても、従来は基礎工事と屋上のスラグをうった段階ぐらいで検査に、この場

合は特定行政庁の方に行っていただいておりました。多分、今そのことを言っていただい

たと。 

 これは建築行政全体の話にかかわってくるわけでございますが、１０年なり、１１年に

施工されました基準法改正を受けて、特定行政庁におきます、そういう検査体制、それか

らそういうものの充実というような流れを受けまして、公庫としては、検査済証を必ず出

していただくというようなことで、中間のところについては、基準法行政の方に任せると

いうようなことで、今のメインでございますフラット３５の場合は、中間についてはやめ

たというのが実態でございます。ただ、先ほど来申しておりますように、公庫はもう一つ

個人住宅といいますか、戸建ても大きな商品でございまして、どちらかというと、戸建て

住宅にいろいろ頑張ってきた経緯がございます。こちらにつきましては、やはり特定行政

庁さんの検査も戸建て住宅の方までなかなか手が回らないという実態がございます。そう

いうようなことも含めて、３５年融資をするという観点から、まだ公庫としては見ている。

こういう状況でございます。 

○住宅金融公庫 先ほどの件数でございますけれども、今問題となっております１１棟で、

総戸数は３３２戸でございまして、そのうち公庫融資をしているものが３９戸ということ

でございます。 

○巽座長 野城委員どうぞ。 

○野城委員 １つは意見で、１つは質問です。意見は公庫ですけれども、今日ご説明いた

だいた技術基準と技術審査というのは、昭和２０年代からずっとされてきて、このやり方

というのがどれだけ日本の住宅の質を上げてきたかということは計り知れないものがある

と思いますし、こういったものが直接することはやめられて機能しなくなるのは、大変残

念に思いますけれども、それだけに先ほど山田先生がご説明なったように、ノンリコース

ローンというのは大変難しいというところは重々承知しておりますけれども、やはり、金

融機関が相当住宅の進出に関心を持つ、仮定の問題で申し訳ないんですけれども、今回ノ
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ンリコースのローンを、例えばヒューザーのマンションに提供されるようなことがありま

したら、人任せではなくて、もっと自らのリスクを背負うということで、相当厳しく品質

を確認検査とは別に、恐らく精査されたようにも思いますので、非常に難しいことはあり

ますけれども、どういう条件が整えば、どういうところからノンリロース的なものが、日

本に導入できるかということは、ぜひ今後伺っていく中で、政策金融機関的な役割をお持

ちですので、ぜひご検討いただきたいという１点だけ申し上げておきます。 

 それとあと、先ほどの保険の話で、地震が免責があるということはよくわかりましたけ

れども、例えば、主要な部分への欠陥というものをどうみるかなんですが、これが災害が

来て倒壊する前に、例えば構造上主要な部分についての別の意味での欠陥があって、それ

が補修されたと。補修された結果、結果的にはある程度耐震性の向上が見られるという場

合は、これはグレーゾーンでしょうけれども、性能保証の中での保険のカバー対象になる

んでしょうか。要は直接に被害の侵害があって、他の不具合があって、事前に構造を補修

したと。しかもそれがという場合は、対象になるんですか。 

○嶌委員 関連でいいですか。この住宅保証機構の基本的な概要というところに品質確保

の促進等というのがありますよね。この品質確保という中には、僕らが住宅局から聞いた

中には、耐震だと５以上だとか、火災だとか、環境だとか、相当三十数項目なんかの基準

があるというふうに聞きました。それを考えると、それを検査するために基礎配筋工事か

ら中間の検査から、屋根の防水工事から全部検査をするわけですよね。これはおたくの機

構から見た場合に、検査機関のそういう審査というものと、機構がやる審査というものの

関係というんですかね、どちらかというと機構の方が厳しく審査しているという意識をお

持ちなのか、全く検査機構とは関係なく、我々の保険の支払いなんかに関して必要だから

やっているというふうに考えるのか、この品質加工の促進の法律に基準に合っているかど

うかという審査は、相当厳しいものになるという感じがするんですけれども、検査機関と

の検査との整合性というか、関係性というか、そういうものはどう考えているかというこ

ともあわせてお聞きしたい。 

○財団法人住宅保証機構 野城先生の方のご指摘ですけれども、私ども通常の場合ですと、

ひび割れが出たとか、基礎が不動沈下したとか、そういう具体的な事象が出たときに、そ

れを修補するということに対して、保険金が一定程度出るということです。それともう一

つ、保険約款上ありますのは、設計・施工基準に重大かつ明白に違反しているという場合

には、重大な過失とみなすということで、保険金の支払い対象にならないということがご
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ざいます。そういった意味で、この重大な設計・施工基準に違反しているかどうかという

のが、先ほどの場合にはポイントになってくるんではないかと思います。 

 それから、私ども検査ですけれども、先ほど別の検査といったのは、基準法の中間検査

との比較ということでよろしいんでしょうか。 

○嶌委員 ここに書いてある……。 

○財団法人住宅保証機構 そういう意味では、私どもは独自に２５年間にわたって保険制

度を引き受けるということで我々の審査マニュアルもつくってやっておりますので、必ず

しもほかのところと比較してどうかということは言えないんですけれども、私どもなりの

審査をしている。ただ、これはあくまで回数もそんなに毎日行くような、そういう工事管

理とは違う検査ですので、一定の業者さんが、そういった法律とか、そういうものを守る

という一つの抑止力としての効果も期待しながら、それから業者さんの自主的な管理をど

ういうふうにしているかというのを書類で審査しながら、目視で見れる範囲で妥当がどう

かというのを審査しているということです。ですから、他の制度と比べて厳しいかどうか

ということについては、ちょっとお答えしづらいんですけれども、そういったレベルでの

審査をやっているということです。 

○嶌委員 この中に保険契約者が故意もしくは重大が過失があった場合は保険金を支払わ

ないというふうに書いてあるわけだけれども、おたくの機構がパスしたと。おたくの機構

で検査でパスしたということになると、一応、そういうことも全部パスしたということに

なるわけですね。逆に言えば、向こうからすると、あなた方が見抜けなかったんじゃない

かという議論にもなるかと思うんですが、そこのところはどうなんですか。 

○財団法人住宅保証機構 私ども必ずしも工事管理のように全体をずっと見ているわけで

はありませんので、何回かの現場審査で見た範囲で保険を引き受けるかどうかということ

を判断しますので、必ずしも１００％うちの検査を通ったからということになりますと、

そうすると保険は要らないじゃないかという逆の議論も出てくるんじゃないかと思います

けれども、そういった意味で、私どもの審査は一定程度の審査をしているということにな

ろうかと思います。 

○巽座長 よろしゅうございますか。時間がまいりましたので、大変な貴重なご意見を長

時間にわたっていただきまして、ありがとうございました。 

 本日の議事は以上で終了とさせていただきたいと思います。なお、今後の進め方ですが、

委員会の開会の回数もいよいよ限られてまいりまして、ヒアリングが可能な委員会は次回
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の３月１３日のみとなりました。委員の皆様方におかれましては、ヒアリングに関する多

くのご希望があると思いますけれども、事務局を通じて調整をさせていただきたいと考え

ておりますので、よろしくご協力をお願いいたします。 

 その中で和田委員からご提案がありました構造計算プログラムの作成メーカーに対する

ヒアリングの件につきましては、内容が非常に専門的でありますので、和田委員及びご希

望の委員によるヒアリングの場を設けまして、そこでご議論いただきまして、その結果を

次回の委員会に提出していただくと。それを最終報告に反映させていただくということで 

お願いしたいと思います。それでよろしゅうございましょうか。ありがとうございます。 

 それでは、そのように取り扱わさせていただきます。この辺で議事の進行役を事務局に

お返ししたいと思います。 

○鈴木政策評価官 本日は長時間にわたりましてご議論いただきまして、まことにありが

とうございました。またご出席いただいた皆様方どうもありがとうございました。 

 それでは、次回の日程でございますが、第８回委員会は３月１３日月曜日の１４時から

ということで開催させていただくことにさせていただいております。開催案内につきまし

ては、後日送付させていただきます。なお、またいつものとおりでございますが、本日の

委員会の内容等につきましては、議事要旨を作成の上、資料とともに速やかに国土交通省

のホームページにて公表することとさせていただきたいと存じます。 

 以上をもちまして、第６回の構造計算書偽装問題に関する緊急調査委員会を終了させて

いただきます。長時間にわたるご審議ありがとうございました。 

 

               １７時３７分  閉会 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /FRA <>
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for improved printing quality. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308000200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e30593002537052376642306e753b8cea3092670059279650306b4fdd306430533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e30593002>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <FEFFd5a5c0c1b41c0020c778c1c40020d488c9c8c7440020c5bbae300020c704d5740020ace0d574c0c1b3c4c7580020c774bbf8c9c0b97c0020c0acc6a9d558c5ec00200050004400460020bb38c11cb97c0020b9ccb4e4b824ba740020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c2edc2dcc624002e0020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b9ccb4e000200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee563d09ad8625353708d2891cf30028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f003002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c4fbf65bc63d066075217537054c18cea3002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f3002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


